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 午前１０時００分 開  議 

 

○海老名 悟議長 おはようございます。 

  ただいまの出席議員24名であります。 

  直ちに本日の会議を開きます。 

  本日の会議は議事日程第４号により進めます。 

 

 

 

日程第１ 一般質問 

 

○海老名 悟議長 日程第１、一般質問を行います。 

  順次発言を許可いたします。 

  一つ、公共施設等総合管理計画について外１点、

３番島貫宏幸議員。 

  〔３番島貫宏幸議員登壇〕（拍手） 

○３番（島貫宏幸議員） おはようございます。 

  明誠会の島貫宏幸です。さきの統一地方選挙に

おいて初当選をさせていただきました。この市

政壇上にお送りをいただきました多くの皆様に

心より感謝と御礼を申し上げます。 

  また、本日は大変お忙しい中、傍聴にお越しい

ただきました皆様に心より感謝を申し上げます。

ありがとうございます。 

  今までの社会経験を生かし、市民の皆様の声を

受けとめながら、輝く地域社会の実現と米沢市

勢発展のために、改めてその責任を自覚し努力

してまいりたいと思いますので、どうぞよろし

くお願いいたします。 

  私にとって節目の年となりましたが、ことしは

ＪＲ福知山線脱線事故から10年、阪神・淡路大

震災が発生してから20年、地下鉄サリン事件か

ら20年、日航ジャンボ機墜落事故から30年、日

韓が国交を正常化してから50年、そして戦後70

年目の節目の年でもあります。 

  東日本大震災もそうでありますが、自然災害を

初め、事件や事故で犠牲になられた皆様、そし

て戦争でお亡くなりになられた皆様方に改めて

哀悼の意を表するとともに、心より御冥福をお

祈り申し上げます。 

  さて、戦後の日本は６年８カ月に及ぶアメリカ

の占領が解かれ、戦後の焼け野原からわずか20

年余りで新幹線が開業し、東京オリンピックが

開催され、世界第２位、現在は第３位ですが、

経済大国となった日本、世界史上類を見ないス

ピードで復興し、奇跡の急成長を遂げました。 

  しかしながら、今日の日本はバブル崩壊を境に、

リーマンショックがあったりと、ここ20年以上

経済の低迷が続いたことや、正規雇用や終身雇

用が崩れ去り非正規雇用がふえたことで、将来

のビジョンを描けない若者がふえ、さらには晩

婚化が進んだことによる結婚や子育てに対する

意欲の低下、それに伴うように訪れた少子高齢

時代の到来で、医療や介護、年金や子育て等の

社会保障費が増大し、国と地方財政の大部分を

占める状況となってきました。 

  一方で、経済の成熟化に伴って内需が滞り、高

い経済成長率も望めず、慢性的な税収不足が深

刻になってきたために、国も地方自治体も苦境

に立たされています。 

  このことから、明治維新や昭和の敗戦に次ぐ第

３の転換期等と言われてきました。社会は自助、

共助、公助のバランスが大変重要ですが、国や

地方自治体は人口減少による経済の縮小と現役

世代縮小による税収減で、公共インフラの維持

と公共サービスの提供が難しくなり、公助の弱

体化が懸念されております。 

  こうした状況や背景を踏まえ、１つ目の質問を

させていただきます。 

  昨年10月に米沢市公共施設白書平成25年度版が

公表され、それにより驚愕の事実を知ることに

なりました。昨年の12月定例会に中村議員がこ

の件について質問されたときの市長の答弁に、

要約して恐縮ですが、本市における歳入の市税

について、長期的な生産年齢の減少で伸びが期

待できず、地方交付税についても経済対策分と
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して国が特別に加算を講じている額が減額され

る可能性が高いことと、人口減少に伴う需要額

の減少で減額を想定され、歳出については社会

保障費と扶助費がこの10年で1.6倍に増加し、中

でも高齢者人口の増加により介護保険事業への

操出金等の高齢者福祉費の増加や少子化対策の

充実で児童福祉費の増加傾向にあるため、公共

施設費の維持・更新費等に充当できる財源はま

すます縮小していくことを予想されておりまし

た。そうしたことから、市が管理する建物128の

公共施設の総量維持はほぼ不可能と答弁されて

おります。 

  つけ加えて、道路、橋梁、上下水道等のインフ

ラ系の施設は含まれていないので、その実態を

調査し、把握していく必要があるとも答弁され

ております。 

  つまりは70年代前後に整備された公共施設は老

朽化に伴い、税収不足も相まって、更新はもと

より全ての施設の維持管理が困難な状況なので、

公共施設の総量と縮減を進めながらも、市民サ

ービスや本市の将来像にふさわしいあり方を考

え、これらの施設を最少の費用でマネジメント

する必要があるので、全庁的な課題について取

り組んでいくと結んでおられます。今はさらに

厳しい状況となっておるわけです。 

  質問の本題に入ります。昨年４月に総務省から

各自治体に対し、公共施設等総合管理計画の策

定要請がありました。このたびの白書は現状の

把握と市民への報告と課題についてまとめられ

たものですが、公共施設等総合管理計画の策定

に当たり総合的かつ長期的な分析が必要なため、

道路や橋梁、上下水道等の土木インフラに加え、

病院や庁舎、一部事務組合の負担部分も例外な

く把握する必要があると思います。 

  また、せっかくつくるのであれば向こう50年の

長期展望に基づき、至急行うべき10年程度の計

画を盛り込むこと、そして、平成28年度からス

タートするまちづくり総合計画との整合性を図

るなども必要かと思います。策定について本市

の基本的な考え方と進捗状況についてお伺いを

いたします。 

  次に、総合管理計画に基づいた実行計画へと近

い将来移行されると思いますが、公共施設の集

約化や複合及び多機能化、転用や除却について、

地方債による財政措置が期間限定で受けられま

すが、その前に市民に対する十分な説明が必要

だと思います。 

  市民皆様との合意形成は必要不可欠であり、検

討の初期段階からコミュニケーションを図り、

課題や方向性について理解を得ながら進めるべ

きであると思います。市民への説明及び検討会

等の実施予定についてのお考えをお伺いいたし

ます。 

  次に、ファシリティーマネジメントの取り組み

についてお伺いします。 

  本市でも総務部財政課の１課１改善運動発表会

で、ことし２月にファシリティーマネジメント

の手法を取り入れた公用車改革と題し公表され

ておりますが、これは企業や団体等が組織活動

のために施設とその環境を総合的に企画、管理、

活用する経営活動が定義となっており、本市全

体に置きかえて整理すると財政運営と連動した

全庁横断的な組織体制を整え一元管理し、今後

の人口推移やニーズ、経営管理活動の考え方を

踏まえ、公共施設の効率的、効果的な維持管理、

または適切な施設の再配置を新たなまちづくり

の出発点に据えていかなければならないと思い

ます。 

  昨年12月に山形県でもこの考え方と手法を用い

て県有財産総合管理の基本方針を公表しており、

大変わかりやすいのでぜひ参考にしていただき

たいのですが、全国の自治体においても取り組

みの機運が高まっております。この全庁横断的

な取り組みを要するファシリティーマネジメン

トの導入について予定をされておられるかどう

か、お知らせいただければと思います。 
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  大項目の２つ目の質問に移ります。少年非行防

止についてお伺いいたします。 

  今の世の中は何かと余裕がなく、大人は仕事に

追われ、子供も習い事や塾、部活動などで毎日

慌ただしく過ごしています。地域行事やＰＴＡ

行事への参加も減少傾向で、外から学んだり交

流する時間も少なくなってまいりました。余暇

は自宅にいながらインターネットや携帯電話、

ゲームをして過ごし、気持ちを満たすことがで

きるようになりました。それがきっかけの一つ

となり、ニートが生まれているように思います。 

  同居世帯などではその限りではないと思います

が、子供は生まれてすぐに保育施設に預けられ、

幼稚園では延長保育、小学校では学童保育、中

学、高校となれば部活動などで、家族で過ごす

時間はほんの少しといった生活体系ができ上が

ってしまったように思います。地域で子供を育

てようと言ってもなかなか難しい時代になって

まいりました。 

  私も以前かかわりを持たせていただいた米沢市

青少年育成市民会議や少年補導員連絡協議会、

米沢・川西青パトネットワーク初め、さまざま

な団体の皆様が、学校や家庭、警察と連携をと

りながら少年非行防止と犯罪の抑止のために活

動され、過去10年間で比較すると減少傾向にあ

ります。 

  触法少年、つまり14歳未満で刑罰法令に触れる

行為をした少年を指しますが、この触法少年だ

けは横ばいの状況となっております。この内訳

ですが、万引きや窃盗が半数を占め、特に小学

生の割合が多く、低年齢層犯罪が特徴となって

おります。 

  こうした状況を踏まえながらですが、本市にお

ける少年非行防止のための取り組みについてお

伺いをします。 

  次に、少年非行防止ネットワークの活動は御存

じでしょうか。これは平成13年から県警主導で

スタートし、８つの警察署管内において１つの

中学校区、近隣の小学校も対象ですが、学校等

の教育機関、保護者、地域住民などの構成員に

よるネットワークを構築し、児童生徒の規範意

識の向上と少年非行防止及び犯罪被害防止機能

の高揚を図ることが趣旨となっております。 

  平成13年以来、２年１期で、二中、三中、四中

の場合は２期で４年、六中、そして今年度は南

原中学校が校区の指定をされています。私自身

も２年間かかわらせていただきましたが、約60

の事業が行われた中で、特に印象に残ったのが

防犯交通米沢少年隊、そして少年補導員、防犯

協会、署員の皆様と市内の商業施設のパトロー

ルや大人と生徒の対話会、若手警察官との通学

路や校舎の清掃活動、またスポーツ交流などが

挙げられます。 

  そうした活動で補導や犯罪に巻き込まれる子供

は大分少なくなったと思います。そして、成果

があったと思います。また、子供たちの様子も

次第に落ち着いていったように思います。小中

学校では薬物乱用やネットトラブル防止につい

ての警察への講演依頼はあっても、こうして膝

を突き合わせるような活動は少ないように感じ

ます。 

  今回は県警による地元警察署とのかかわり、そ

して地域とのかかわりの事業について御紹介し

ましたが、こうした活動をモデルとした市独自

の事業を模索してはいかがでしょうか。この件

について見解をお伺いし、壇上からの質問とい

たします。 

○海老名 悟議長 安部市長。 

  〔安部三十郎市長登壇〕 

○安部三十郎市長 ただいまの島貫宏幸議員の御質

問にお答えをいたします。 

  私からは、公共施設等総合管理計画についてお

答えします。その他につきましては部長よりお

答えをいたします。 

  厳しい財政状況やますます進む人口減少社会に

対応し、持続可能な行政サービスを提供するた
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めには、本市が所有する建物施設や道路、公園、

下水道などのインフラ施設の全体を把握し、長

期的な視点に立って品質・供給・財務の観点か

ら、総合的かつ計画的に施設の更新、統廃合、

長寿命化などを行っていくことが必要であり、

今後公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関

する基本的な方針、いわゆる公共施設等総合管

理計画の策定を行ってまいります。 

  具体的な策定の進め方ですが、第一段階として

道路、橋梁、公園、上下水道などのインフラ施

設を除く公共施設の実態を把握するため、昨年

度公共施設白書を取りまとめました。 

  第二段階として全施設の総括的かつ横断的な現

状把握、用途別の施設情報の分析を行いながら、

総合管理計画の策定作業に今年度から着手して

いく予定です。平成28年度中に公共施設等総合

管理計画の方針編の策定を目指します。その後、

この方針に基づき施設類型ごとの実行計画、い

わゆるアクションプランを策定し、財政健全化

計画とも調整を図りながら事業の推進を図って

いきたいと考えております。 

  加えて、将来に向けた公共施設等のさまざまな

課題解決を図るため、経営的な視点から施設投

資や管理運営を行うことにより、施設に係る経

費の最少化や施設効用の最大化を図ろうとする

ファシリティーマネジメントの考えを取り入れ、

全庁的に部局を越えた横断的な機能構築の取り

組みについても検討していく考えです。 

  これらの作業を進めるに当たり市民理解は不可

欠ですので、説明会や広報での周知、さらには

パブリックコメントなどの手法を取り入れなが

ら御意見をいただきたいと考えております。 

  さらに、検討会については、基本的に内部組織

において詳細を検討しながら、場合によっては

専門家などのアドバイスをいただいて公共施設

等総合管理計画の策定作業を進めていく予定で

あります。 

  続いて、ファシリティーマネジメントについて

でありますが、ファシリティーマネジメント、

すなわち公共施設等の適正管理については、本

市でも経営資源を有効に活用し、最少の経費で

最大の効果を出すように努めており、具体例の

一つとして、御質問にもありましたが、現在公

用車の効率的な適正管理に取り組んでいます。 

  市所有の土地建物については、行財政改革大綱

の取り組み事項として未利用地の売却処分等の

推進が掲げられており、差し当たり必要性のな

い土地は積極的に売却処分を行い財源確保に努

めていますし、普通財産の建物についても状況

に応じて有効活用に努めております。 

  毎年市有地の売却処分を行っていますが、近い

事例としてはことし３月をもって廃止した北部

集会所の敷地の売却を今年度中に実施する予定

です。施設の老朽化が著しいこと、各地区にコ

ミュニティセンターが設置され、集会機能を有

する同様の施設が拡充されてきたことで、北部

集会所の役割と必要性が薄らいできたことから、

施設利用者を初め、町内会などの地域の方々の

御理解を得て廃止をしましたが、公共施設等の

適正管理の取り組みの一つと考えています。 

  私からは以上です。 

○海老名 悟議長 原教育長。 

  〔原 邦雄教育長登壇〕 

○原 邦雄教育長 私からは、島貫宏幸議員の御質

問にお答えをいたします。２点についてお答え

をいたします。 

  まず最初に、本市の少年非行防止の取り組みに

ついてお答えいたします。 

  青少年は、家庭や地域にとってかけがえのない

存在であり、次代の大切な担い手であります。

その青少年が心身ともに健やかに、そして人間

性豊かに成長し、自立的、主体的に行動してい

くことを願い、米沢市青少年育成市民会議が中

心となり、関係機関や関係団体の支援をいただ

きながら、地域に根差した青少年健全育成の推

進に努めています。 
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  少年非行の現状は、平成15年以降連続して減少

しているものの、窃盗を中心に低年齢化の傾向

がございます。また、有害メディア、ネット、

危険ドラッグ等により青少年が被害を受けるこ

とのないように、私たち大人が見守っていく必

要があります。 

  こうした現状から、市民会議は平成25年度より

展開されている「“いじめ・非行をなくそう”

やまがた県民運動」を継続し、いじめ・非行の

根絶を目指した活動を推進し、年２回の全国強

調月間に合わせ、７月は市広報に啓発記事を掲

載し、全国運動を連携し、その期間、車両によ

る広報啓発活動や各地区民会議、活動推進員に

よる青少年に有害な図書類の実態調査を行いま

す。11月は運動啓発看板設置、チラシ配布、広

報掲載、米沢市青少年育成市民大会を開催いた

します。 

  さらに、８月は環境づくり懇談会で青少年問題

に取り組んでいる方々から青少年育成について

提言をいただき、意見交換を行います。１月は

青少年地域活動交流会で、地域に根差した青少

年健全育成を家庭、地域、学校が一体となって

取り組めるよう、事例発表や意見交換会を行い

ます。 

  また、米沢市補導センターでは、12名の補導員

が街頭補導活動や環境浄化活動等を中心に健全

育成活動の強化を図っています。街頭補導は、

年約160回程度声がけ指導を市内の公園、駅、コ

ンビニ、ゲームセンター、カラオケ店等を巡回

し行っています。また、年２回、社会教育体育

課と警察の合同巡回や広域列車補導では、奥羽

本線、米沢赤湯駅間、米坂線、米沢今泉駅間を

置賜地区鉄道防犯連絡協議会との連携で実施を

し、研修では警察学校との情報交換会の場を持

ち、情報を共有しているところであります。 

  さらに、市内の子供会や育成会の相互の連携を

図るため、子供会育成連絡協議会も昨年の12月

に再発足し、地域での子供会の活動の奨励や育

成指導者の互いの情報交換や研修機会の確保に

より、地域の子供を地域で育てる取り組みにつ

いても今後期待されるところであります。 

  次に、学校教育の中での本市独自の取り組みに

ついてお答えをします。 

  少年非行につきましては、これまでも小中学校

の発達段階に応じて未成年の飲酒や喫煙防止、

薬物乱用防止等の指導を行ってきました。これ

に加えて、近年はパソコン、携帯電話、ゲーム

機によるトラブルの増加も問題となっているこ

とから、インターネットの危険や機器の正しい

使い方等を技術や学級活動の時間に計画的に指

導をしています。 

  また、参観日の授業で取り扱ったり保護者向け

の講演会を開いたりしながら、保護者への周知

も図っております。 

  県のＰＴＡ連合会でも子供たちの情報モラルの

向上を期待して、山形方式ネットモラル講習会

カリキュラムを作成し、全県での活用を呼びか

けております。 

  さらに、道徳を中心にした心の教育を大切にし、

善悪の判断や決まりを守ることの大切さを９年

間継続して指導をしているところです。 

  次に、本市独自の取り組みについてであります

が、青少年を対象とした学習事業、学級・講座

でありますが、これを社会教育体育課、児童会

館、各コミュニティセンターで実施をし、25年

度は95講座、614回、１万5,366人の参加があり、

地域の方と触れ合い、さまざまな学習を経験し

ていただきました。家庭教育事業は20講座、65

回、3,247人の参加で、親子の触れ合い、子育て

について学びました。 

  今後も青少年が家庭で、学校で、地域で、お互

いの役割を自覚し、意欲的、積極的に、そして

楽しく生活できるように事業内容の充実を図り、

青少年の育成に取り組んでまいります。 

  私からは以上です。 

○海老名 悟議長 島貫宏幸議員。 
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○３番（島貫宏幸議員） 大変御答弁ありがとうご

ざいました。それでは、質問席より再びお伺い

をしたいと思います。 

  先ほど公共施設等総合管理計画の策定の基本的

な考え方と進捗状況の御説明がありました。繰

り返しになりますけれども、40年、50年たった

インフラや公共施設はその全体のあり方や危険

性などについても大至急検討しなければならな

い大変深刻な状況であると思います。財政的に

も厳しい折に大変な難しい問題ではございます

が、先日の中村議員の御質問でもあったとおり、

大きなテーマを持って課題に取り組んでいかな

ければならないというふうに思います。 

  そこで、先進事例を交えながら幾つか御紹介し

たいと思いますが、近隣の自治体と公共施設の

運営を共同化する広域化という考え方がありま

す。建てかえ、維持管理、運営費を２つの自治

体であれば２分の１、３つの自治体であれば３

分の１に圧縮できます。 

  例えば体育館ですが、サブアリーナを併設する

ことで全国規模の大会の誘致も可能になり、交

流人口の幅も広がります。同じ考え方で文化会

館もそうですが、今まで狭いがゆえに誘致や開

催が難しかった山大の学会やコンサート、芸術

鑑賞等の御当地開催も可能になり、経済効果も

期待できると思います。あいた土地については

売却を念頭に民間による有効活用を促進するこ

とができると思います。 

  次に、ソフト化という考え方がありますが、利

用者の負担をふやさないように自治体が利用費

を補助する方式で、例えば市営住宅の老朽化で

更新が難しい場合、民間のアパートを活用し利

用者負担の軽減を図るために一定の割合で市が

補助していくことになりますが、市の施設とし

て持つことがないので人口減少に応じて費用を

次第に減らしていくことができると思います。

跡地については先ほども述べたように売却する

ことも可能かと思われます。 

  このほかにも多機能化などがありますが、実施

計画を念頭に公共施設等総合管理計画を策定し

た場合の財政的なメリットについてどのように

お考えなのか、お伺いしたいと思います。 

○海老名 悟議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 公共施設等の総合管理計画へ

の地方への財政措置ということになるかと思い

ます。大きく２点ございます。 

  まず１点目が、総合管理計画の策定に要する費

用についての補助でありますが、これについて

は26年度から既に始まっております。26年度か

ら３年間にわたって特別交付税の措置がありま

す。 

  それから、大きな２点目ですが、計画に基づく

事業に対しての補助であります。これについて

は３つほどあるかと思います。 

  地方債発行とその元利償還金に対する交付税措

置でありますが、まず１点目が公共施設等の除

却に対してであります。これについては既に26

年度から創設をされているようでございますが、

地方債の充当率に対して交付税の措置はないん

ですが、地方債充当率75％ほどの特例があると。 

  それから、既存建物の集約化、それから複合化

で、全体として床面積が減少するといった場合、

これについては29年度までの措置でございます

が、地方債の充当率が90％ほどとなるようでご

ざいます。 

  それから３つ目に、総合管理計画に基づいて実

施される施設の転用でございます。これについ

ても29年度まで、充当率が90％ほどということ

で、交付税措置もあるようでございます。 

  こんな地方財政措置があるようでございます。 

○海老名 悟議長 島貫宏幸議員。 

○３番（島貫宏幸議員） ありがとうございます。 

  これについては焦ってはいけないんですけれど

も、期間限定ということで地方債の措置を受け

られるということで、十分な検討を進めていか

なければならないと思いますので、ぜひその点
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も踏まえてお願いをしたいなというふうに思い

ます。 

  先ほど私から先進事例や御相談いただいたニー

ズや私的な考えなどもあわせて述べさせていた

だきましたけれども、厳しい財政状況の中でも

夢や希望を持てる都市づくりを目指していかな

ければならないと思います。 

  壇上の質問でも話をさせていただきましたが、

こうした課題について市民へのさらに突っ込ん

だ説明、または関係諸団体との検討会による意

見の集約を図ることが必要ではないかというふ

うに考えております。 

  対象となる施設の多くはコミセンや学校、幼稚

園など、学童施設もそうですけれども、各地区

にまたがるものも大変多く存在します。市民と

の合意形成を図るためにも、計画の前に丁寧な

説明や検討が求められると思いますが、具体的

な時期や方法などについてお伺いしたいと思い

ますけれども、その辺いかがでしょうか。 

○海老名 悟議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 今年度の後半からという

ようなところで、まず御承知のとおり建物につ

いてはほぼデータがそろっているというような

ところなんですが、道路、橋梁や公園、上下水

道についてはこれからであります。 

  市民の方が一番興味を持たれるというのは、や

はり御質問の中でもありました建物、身近な施

設というようなことであろうかなと思っており

ます。私どものほうも全くフリーの段階で市民

の方から御意見をいただくというのも、ちょっ

ともう少し、ある程度こちらのほうでお聞きし

たい内容を精査しながら聞くというのがやはり

一番理想ではないかなと思っております。 

  そして、フリーにお聞きするのではなくて、や

はりそちらの施設に一番利用に関係するような

方々というようなところで、例えばコミュニテ

ィセンターであれば各地域の方から地域でコミ

ュニティセンター活動に一番中心となって携わ

っていらっしゃる方などから御意見をお聞きす

るというような方法も考えていかなくてはなら

ないというふうに思っております。 

  いずれにしましても、今後これから策定作業に

入りますので、その中でどういうような御意見

を聞くか、そして、いつ、どのように御説明を

させていただくかというものも検討しながら進

めてまいりたいと思います。 

○海老名 悟議長 島貫宏幸議員。 

○３番（島貫宏幸議員） いろいろとこれから計画

に基づいてさまざまな住民への説明も御検討い

ただけるということなんですけれども、いろい

ろと事業費の公債費引き当ての部分でさまざま

な財政措置が受けられることが前提なんですけ

れども、それは焦ってはならないんで先ほども

言いましたけれども、それと同時に、私たち議

会もそうなんですけれども、どういう方向で、

どういうやり方でということはやはりきちっと

説明をする、それの初期段階の中で同時進行、

もしくは逆の場合もあると思うんです。 

  早目にそういう意見を聞きながら、今こういう

財政の状況で厳しい折にこういうことを考えな

くてはいけない、サービスも少し低下するかも

しれない、そういうことも含めてきちっと説明

をしていかなければ、なかなかこちらで行政で

示すような計画内容というのは受け入れてもら

えないような気がいたします。 

  その点について見解をお伺いしたいんですが、

繰り返しになりますけれども、お願いします。 

○海老名 悟議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 おっしゃるとおり世の中

の経済が右肩上がりで税収もふえていたという

時代にはある程度公共施設についてもどんどん

更新または新設などもやってこれたというよう

な状況で、今回のこの公共施設等総合管理計画

策定、国のほうからも地方のほうに要請が来て

いるわけではございますが、大きなその要因と

いうものはやはりそういう時代ではなくなった
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と、国も地方も財政的に厳しい時代に入ってき

ているというようなところであります。 

  したがいまして、議員おっしゃるように米沢市

の財政状況、今後の見込みも含めてきちんと説

明した上でということでなければ住民の御理解

は当然いただけないものですので、それはセッ

トできちんとお話ししていく必要があると考え

ております。 

○海老名 悟議長 島貫宏幸議員。 

○３番（島貫宏幸議員） 大変財政の厳しい折、本

当に重い決断をする場面も出てこようかと思い

ますけれども、その辺もやはり十分な説明を通

してということになると思います。 

  また、こういう暗い話ばかりしているとちょっ

と明るい話もしたくなるというところでござい

ますが、やはり子供たちの未来に対してのメッ

セージも当然必要だと思います。この地を離れ

てもう二度と帰ってきたくない、そんな米沢市

にしてはいけないというふうに思います。その

点も含めて将来のこういう計画の推進に当たっ

ていろいろと思うところがあると思うんですけ

れども、そうした若い世代、小学生、中学生、

高校生なんかが特にそうなんですけれども、就

職するために米沢を離れて、戻ってきたいけれ

ども何か魅力がないからちょっといいやという

ような話をたびたび伺います。そういう夢や希

望が持てる都市づくりについてどのようなお考

えをお持ちなのか、ちょっとお伺いしたいんで

すけれども、よろしいでしょうか。 

○海老名 悟議長 安部市長。 

○安部三十郎市長 子供たちの中にもこのまちに残

りたい、あるいは戻りたいという希望の子供は

たくさんいるというふうに思っています。そう

いう中で、まず雇用の場というものが一番重要

なわけですが、雇用の場だけではなかなか子供

たちが積極的に残るという、あるいは積極的に

戻るということにはなってこないというふうに

思います。 

  ですから、御質問いただいているように、やは

り魅力あるまちづくり、そういうことが大事だ

というふうに思っています。子供たちが自分た

ちの夢をこのまちで実現できる、そういうまち

づくりをしていかなくてはならないというふう

に思っています。 

  ですから、子供たちの願っていること、望んで

いるようなことを十分にお聞きするということ

もやっていかなくてはならないというふうに思

っております。 

○海老名 悟議長 島貫宏幸議員。 

○３番（島貫宏幸議員） ありがとうございます。

そういうところも織り込みながら、ぜひ進めて

いただきたいというふうに思います。 

  私、議員になってからさまざまな人とこういう

お話をさせていただく機会がありまして、道路

を広げてほしいとか、体育館にサブアリーナが

ないからちょっと何とかしてくれとか、さまざ

ま言われます。そうした部分というのはやはり

財政的に厳しくて、更新か改修か移築かという

ふうなことも含めてだと思うんですけれども、

将来的に広域で施設を持つ。 

  自治体単独で持つと先ほどお話ししたとおりす

ごく費用はかさみます。費用がかさむというこ

とは市民に対しての負担が重くなるということ

になりますので、近隣自治体と、２つとか３つ

とかとさっきお話をしましたけれども、そうい

う検討の余地というのはあろうかと思いますけ

れども、そういうふうなときにやはりいろいろ

なやりとりの中で場所がどうとかという話も出

てこようとは思いますが、ニーズはニーズとし

てきちっと存在するわけでございます。 

  体育関係、体育館でいったら運動、さまざまな

大会を誘致したりとかという話、文化会館につ

いても大分古くなってきて、駐車場も周りにな

くてなかなか難しい。いろいろな大きなイベン

トをやろうと思っても大変だというふうなこと

でございますので、その辺も含めてなんですが、
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近隣自治体さんとのそうしたかかわりの中で協

力しながらそういうインフラの整備というもの

について、もしお考えがございましたらお伺い

したいと思います。いかがでしょうか。 

○海老名 悟議長 安部市長。 

○安部三十郎市長 そのようなことについてもさま

ざまに検討はしていかなければならないという

ふうに思っております。 

○海老名 悟議長 島貫宏幸議員。 

○３番（島貫宏幸議員） ありがとうございます。 

  それでは、そういうことをお聞きしたからちょ

っとある意味ほっとしたんですけれども、検討

でとどまらず、ぜひ夢や希望を持てる将来像を

設計をしていただければなというふうに思いま

す。 

  それでは、次に移りますけれども、少年非行防

止の取り組みについての御答弁をいただきまし

た。これは全国で比べても補導されているよう

な事案、大変低くていい傾向だというふうに認

識をしております。今後増加に転じないように

引き続き注視をしていただきたいなというふう

に思うんですけれども、さまざま先ほども市独

自の取り組みについてということで各種関係の

95講座、１万5,000人ほど延べで参加されている

ということで、大変すばらしい事業だと思って

おります。 

  ただ、私、先ほどお話ししましたけれども、少

年非行防止地域ネットワークの事業では警察官

とのかかわりがすごく高かったように思います。

また、地域の人たちにも大分応援をいただきな

がら、平日の日中の開催が多いものですから、

御年配の方とかもたくさん御参加をいただきな

がら、現役世代はみんな仕事で来れないもので

すから、そういう方たちと一緒に事業に取り組

んでまいりました。 

  お年寄りというのはやはりたくさん知恵を持っ

ていらっしゃいますので、そうした知恵に触れ

ることで子供も少しずつ落ち着きを取り戻して

いったように感じます。 

  また、警察官とのかかわりの中で、身近な若手

の警察官と触れ合う機会というのはなかなか今

の米沢市では少ないのかなというふうな印象を

受けております。 

  先日、警察署のほうに行ってこのような事業に

市独自で取り組む場合はどうなんですかという

ことで、ちょっとお伺いをしてきました。ただ、

スポーツ交流とかゲームとか、何かそういうレ

クリエーションとか、そういうものについては

それ単独だけではやはり派遣は難しいというこ

とで、犯罪防止のためのさまざまな事業も重ね

て、それとマッチさせながらそういう派遣を検

討できる余地はあるというふうなお答えをいた

だいております。 

  そうしたことから、若手警察官との触れ合う姿、

私実際に目にしたんですけれども、すごく楽し

そうに子供たちが伸び伸び楽しそうにしていた

というふうな印象があったものですから、そう

いうこともぜひ検討していただきたいなという

ことで御質問させていただいたんですけれども、

そういうことも含めてお考えを、もし今の質問

であるようでしたらお伺いしたいんですが、い

かがでしょうか。 

○海老名 悟議長 原教育長。 

○原 邦雄教育長 この少年非行防止地域ネットワ

ーク、これにつきましては25年度、26年度、米

沢六中学区ということで、ここの小学校、中学

校、それから一般の方というふうなことで、２

年間にわたって、島貫議員が会長さんを務めら

れて取り組まれたところで、この報告をちょっ

と見させてもらっていますけれども、かなりの

事業を展開されているなというふうに思ってい

ます。 

  この指定を受けてこういうふうなものを展開さ

れているんだろうなと思いますと、これがこの

指定を外れた年度での取り組みというのはなか

なか難しさもあるのかなというふうに思ってい
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ます。 

  今ありましたように警察署との関係はこういう

事業があるために交流ができたということはあ

ると思いますけれども、今後も何かの形でこう

いうことを進めることができれば、子供たちに

とっても、あるいは親御さんにとっても非常に

身近な警察というふうなことではないかなと思

っています。 

  逆に私のほうからちょっとお伺いしたいことな

んですけれども、こういう事業を通して地域の

子供たち、大人たちにどんな変化、メリット、

こういうものがあったかどうか、ちょっとお知

らせいただきたいんですけれども。 

○海老名 悟議長 反問権の場合は一応議長のほう

に先に言っていただけるとありがたいんですが。

では、今のは原教育長からの反問権を使っての

質問ということでよろしいですか。島貫議員、

済みませんが、よろしくお願いします。 

○海老名 悟議長 島貫宏幸議員。 

○３番（島貫宏幸議員） 初めてなのでびっくりし

ましたけれども、逆の質問ということですが、

私はいろいろと２年間60の事業と、全て参加で

きたわけではございませんが、大体７割か８割

ぐらいは参加をさせていただきました。 

  一番はやはり先生方とのかかわりがすごくふえ

たように思います。また、地域の方、先ほども

御紹介しましたけれども、地元の少年補導員の

方たち、あとは地区委員といいましてさまざま

な防犯関係の組織に所属をされている方々など

も推進員の中に入っておられました。 

  その中で、やはりさまざまな意見交換がリアル

にできたということです。年々いろいろと状況

が変わってくるわけなので、去年こうだったね、

ことしはこうだねという話は常々できるように

思います。それを踏まえてこれからどうしたら

いいのかということも含めて検討ができるよう

な気もします。 

  あとやはり、先ほどもちょっとお話ししました

けれども、地元の御年配の方々と交流すること

によって子供たちが何か落ち着いてきたんです。

抽象的な言い方で申しわけないんですけれども、

ちょろちょろしない、脇見したり、そういうこ

となしで、あとはへらへらしている場面も少な

かったように思います。人が話をしているとき

はきちっと聞いてくれたとかあります。やはり

表情が明るくなったというのがすごく印象に残

っておるところなんですけれども、若手の警察

官の方と実はフットサルをやったり、地区内で

ごみ拾いとかも清掃活動をやったんですけれど

も、終わってからなんですが、早目に終わって

帰ってきた班のチームが子供と一緒に若手警察

官の皆さんがかけっこしたりサッカーしたり、

あとはジャングルジムでいろいろ遊んだり、鬼

ごっこ、そんなことをしている様子を見ると、

学校で生活しているのとまた別の要素で、すご

く子供たちの精神衛生上すごくいいんじゃない

かなという印象がすごくありました。 

  そういうことも踏まえると、学校で薬物乱用と

かインターネットによるさまざまな問題につい

ての講演というものをお聞きするのもすごく大

事だと思うんですが、そういう交流、体を動か

したり、そういうものが子供の精神衛生上すご

くいいし、表情も明るくなることにつながった

し、警察の仕事についてもすごく理解をしてい

ただけたのかなというふうな思いであります。

そういうことも考えるとすごくメリットはあっ

たのかなというふうに思います。 

○海老名 悟議長 逆に答弁をいただいたわけなん

ですが、先ほどの原教育長の答弁自体は、島貫

議員、よろしいですか。 

○海老名 悟議長 島貫宏幸議員。 

○３番（島貫宏幸議員） いずれにしましても、そ

ういうメリット関係を考えたらいろいろと出て

くるわけなんですけれども、いずれにしまして

もやはりそういう県警からの要請で地元の警察

署が対応して、いろいろと事業の内容を組んで
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プログラムを我々に落としていただいた中での

活動であったことは間違いないです。 

  ただ、せっかくそういうリズムだったり、いい

事業というものをやはり継承していくべきじゃ

ないかなというふうに思っています。 

  先日、米沢署の生活安全課の担当の方と久しぶ

りにお会いしましてそういう話をさせていただ

いたんですけれども、せっかくいい取り組みだ

ったのに事業が終わったと同時に私たちも担当

を外れなければならない。残った方たちだけで

そういうことを運営するのはきっと難しいだろ

うというふうなこともおっしゃっていました。

そうしたことが課題になろうかとは思うんです

けれども、そういう考え方で警察署とのかかわ

り、ただの講演会を聞くだけとか、そういうも

のじゃなくて、スポーツのレクを取り入れたり、

さまざまなゲーム感覚でいろいろな遊びを取り

入れるような時間もつくりながら要請をかけれ

ば、警察署としては対応していただけるという

ふうなお約束もいただいているものですから、

ぜひ米沢市内の小中学校の校長先生初め、いろ

いろと検討していただきながら、そういうこと

も要請すれば何名か若手警察官、非番であいて

いる時間、休みのときもありますけれども、大

変な思いをかけるかもしれませんが、そういう

協力はいただけるというふうなことで伺ってお

りますんで、ぜひそうしたこともこれから進め

ていっていただければなというふうな思いであ

りますが、その点についてもしあればお伺いし

たいんですけれども、いかがでしょうか。 

○海老名 悟議長 原教育長。 

○原 邦雄教育長 この事業は平成13年度から始ま

っている事業で、米沢市の場合には二中、三中、

四中で18年度まできて、一旦休んで23年度、24

年度でまた四中、25年度、26年度が六中という

ふうなことで、その２年間の中でその中学校だ

けでなくて小学校含んでの学区の子供たちとの

かかわりで青少年の健全育成ということでは、

大変これは成果が上がっている事業だというふ

うに思っています。 

  いろいろやはりお聞きしますと、事業の持ち方、

なかなか回数が多いというふうなこともあって

大変なのかなと思いながら、この指定が終わっ

た段階ですぱっとまたもとに戻るのではなくて、

その中でまた取り出して継続できるものについ

てはどんどんと継続していってほしいなという

ふうな思いがあります。 

○海老名 悟議長 島貫宏幸議員。 

○３番（島貫宏幸議員） ありがとうございます。 

  私も何とか継続に向けた内容で何とか続けたい

なという思いはありましたけれども、なかなか

実のところ至っておりません。 

  しかしながら、やはりそういう中身が伴ういい

事業というのは何とか残していきたいというふ

うなことがあるので、教育委員会初め市として

やはりそういうことを学校にこういう事案もあ

りますよということで、年に一度でもいいんで

すけれども、そういう若手警察官との、フット

サルまではいかないかもしれませんが、そうい

う機会をぜひ与えていただきたいなというふう

な思いです。 

  また、子供に言わせると、こういう警察のお兄

ちゃん、お姉ちゃんに御厄介になるようなこと

はできないというふうな、逆に犯罪意識の抑制

にもつながるというふうなことも効果としてあ

ろうかと思いますので、そうしたことをぜひ検

討していただきたいなというふうに思います。 

  そんなこともお願いをしながら、時間はまだち

ょっとありますけれども、質問を終わらせてい

ただきたいと思います。 

○海老名 悟議長 以上で３番島貫宏幸議員の一般

質問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午前１０時５４分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
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午前１１時０５分 開  議 

 

○海老名 悟議長 休憩前に引き続き会議を開きま

す。 

  次に進みます。 

  一つ、市民に対する財政悪化の説明について外

１点、11番皆川真紀子議員。 

  〔１１番皆川真紀子議員登壇〕（拍手） 

○１１番（皆川真紀子議員） 一新会の皆川真紀子

です。初当選の新人です。どうぞよろしくお願

いいたします。 

  まず初めに、一般質問の機会を与えてくださっ

た先輩議員の皆さん、そして市民の皆様、壇上

より心から感謝申し上げます。本当にありがと

うございました。そして、本日はお忙しいとこ

ろ傍聴にお越しくださいまして、ありがとうご

ざいました。今後４年間、誠心誠意任期を全う

してまいりますので、引き続き御指導よろしく

お願いいたします。 

  早速ですが、本日は２つのテーマに沿って質問

を行ってまいります。１つ目は市民に対する財

政悪化の説明について、２つ目は予算編成過程

への市民参加と公開についてです。 

  まず１つ目、市民に対する財政悪化の説明につ

いてですが、なぜこのテーマを取り上げたか。

６月１日号の広報に米沢市の財政状況が載りま

した。「問１、米沢市は赤字なの？」「答、赤

字ではありません。黒字が続いています」。こ

の説明が市民を混乱させているからです。 

  一般家庭に置きかえても収入より支出が多く、

貯蓄を取り崩して生活しなければいけないこと

を通常赤字と言うはずなので、黒字が続いてい

るという説明はおかしいと思います。広報は市

民に向けて発信しているのですから、行政側の

物差しで黒字という表現は明らかにおかしいで

す。 

  そこでお尋ねします。米沢市は市民に対し財政

が健全か健全であるかのような説明を正式に訂

正しなければいけないと思いますが、いかがお

考えでしょうか。 

  そして次に、私は財政の細かいところまで把握

しておりませんが、単年度赤字になった理由の

一つに普通交付税が減少したとありますが、過

去数年の推移を見ますと2012年度から毎年約３

億円から５億円減少しています。素人の私が考

えても２年連続単年度赤字になっているわけで

すから、減少した場合の想定で慎重に予算を組

むと思います。 

  地方財政法第３条第２項にも、「地方公共団体

はあらゆる資料に基づいて正確にその財源を補

足し、かつ経済の現実に即応してその収入を算

定し、これを予算に計上しなければならない」

と明記されているはずです。義務化されている

はずです。約348億円の規模の自治体が見込み違

いで10億円という誤差は逸脱していると思いま

す。 

  いずれにしても、財政状況が悪化しているのは

紛れもない事実です。今後、財政健全化計画を

策定するに当たり、このような財政状況になっ

たことへの原因究明と分析がなされたことと思

いますが、その説明を市民の誰にでもわかるよ

うに説明をお願いいたします。 

  本日は友人たちも傍聴しております。主婦の

方々にもわかりやすい言葉でわかりやすい説明

をお願いいたします。 

  結果的に見込み違いになった歳入歳出項目の金

額の云々ではなく、見込み違いに至った原因、

背景、今後の改善点についてお伺いいたします。 

  そして、１つ目のテーマ最後としますが、市民

は米沢市は赤字財政で破綻しないのかと不安に

思っています。今後市立病院の建てかえや市役

所の耐震問題がある中で、経常収支比率も

95.3％と県内最下位です。 

  事業の選択、優先順位、予算編成を間違ったの

ではないかと私は思います。その証拠が単年度
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赤字３年連続という数字です。南原小学校の体

育館の雪害にしても、判断が正しかったのか誤

っていたのかといえば、言うまでもありません。

市長は率直に誤りを認めたほうがよいのではな

いかと思いますが、いかがお考えでしょうか。 

  次に、２つ目の予算編成過程への市民参加と公

開についてに移ります。 

  なぜこのテーマを取り上げたか。財政悪化を招

く根本的な仕組み、体制を変えなければならな

いと思うからです。その一つには予算編成過程

をわかりやすく市民に公開し、事業の選択にも

市民が意見を述べる機会をつくる必要があると

思うからです。 

  単年度赤字が３年も続いている財政状況の中、

破綻を避けるには特に厳しい事業選択が求めら

れると思います。予算編成過程の公開が全国幾

つかの自治体で行われておりますが、米沢市は

市民が予算編成過程の現況を知ることができま

せん。 

  各課が要求した時点で内容を公開する、その段

階で市民に意見を求める、そして、公開の場で

議論をし、最終的に税金がどう使われていくの

かを可視化させることが必要だと思います。そ

れによって一部の考えの人や特定の団体の利害

によって予算が決められているのではないかと

いう市民の疑念も払拭されるものと思います。 

  さらに、予算をつくっている最中の議論を公開

することによって、これまで無関心だった市民

の予算に対する関心が高まるとともに、財政当

局もより説明責任が求められるため、よりよい

予算編成をし、責任の所在も明確になっていく

ものと思います。 

  そうすれば、ある日突然新聞紙上にて「15億円

の単年度赤字、基金が底をつく、29年度には破

綻か」という見出しに驚き、米沢市広報では

「米沢市は黒字が続いています」と、何がどう

なったのか結果しかわからず、市民が混乱する

というようなことは起きなくなると思います。 

  市民参加の予算編成は健全な財政運営という側

面から見ても重要であるという調査研究報告も

されております。 

  そもそも自治体は国の議院内閣制とは異なり二

元代表制です。市長は議会からではなく、市民

によって直接選ばれています。したがって、市

長が常に相談する相手は市民であり、予算案も

市民の意見を聞いてつくる、それを議会に提案

する。議員も当然市民から選ばれているので、

市民の意見を聞きながら、市長の提案が本当に

市民や地域の利益になるかどうかを判断し、可

決や修正や否決をしていく。これが自治体の制

度です。 

  以上の観点から、「各課が予算要求した時点で

こんな予算要求がありました。その後こういう

査定をして絞りました。市民の皆さん、こうい

う選択でいいですか」という予算編成過程の公

開を提案いたします。 

  とりもなおさず公開の目的は予算の編成中に市

民から意見を聞くためのものです。よろしくお

願いします。 

  再度のお願いになりますが、市民の誰にでもわ

かるような説明をお願いいたします。 

  以上で壇上からの質問を終わります。（拍手） 

○海老名 悟議長 議場での拍手はお控えください。

気持ちはわかりますが。安部市長。 

  〔安部三十郎市長登壇〕 

○安部三十郎市長 ただいまの皆川真紀子議員の御

質問にお答えをいたします。 

  私からは、市民に対する財政悪化の説明につい

てお答えをいたします。その他につきましては

部長よりお答えします。また、私のお答えにつ

いても、細部につきましては部長が補足してお

答えをいたします。 

  市の財政状況につきましては、市民の皆様には

これまで３回広報でお知らせをしてきました。

とりわけ６月１日号の広報では４月15日号でお

知らせした内容についてさまざまな御質問等が
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寄せられましたので、正確に、できるだけわか

りやすくお答えしようとしたものであります。 

  地方公共団体の決算は、地方自治法等に従って

作成することが定められております。その中で、

実質収支と実質単年度収支の区別があります。 

  実質収支とは、その年度の収入総額から支出総

額を差し引いた残りのことを指しますが、これ

がプラスであれば黒字となります。米沢市はこ

の差し引き額がプラスですので、黒字となりま

す。 

  一方、実質単年度収支ですが、前年度からの繰

越金や基金からの繰入金を除いた収入と積立金

などを除いた支出の差、すなわち、その年度だ

けの収入とその年度だけの支出の差をあらわす

ものです。 

  地方公共団体の支出は、扶助費を初めとして市

民生活や社会基盤の整備に必要だからこそ公費

負担をしているものです。しかし、その財源と

なる市税や交付税などの収入は経済情勢などに

よって増減します。このため地方公共団体の実

質単年度収支は年度によってプラスになったり

マイナスになったりします。総務省の集計では

平成25年度決算において実質単年度収支がマイ

ナスになっている市町村は1,742団体中503団体

であり、約３割を占めています。 

  地方公共団体は短期、中期の財政計画を立て、

適度な貯金を取り崩ししながら財政運営を行っ

ていますが、この実質単年度収支のプラスが続

くということは貯金がふえることになりますの

で、一般家計や民間企業の場合には留保資金が

増加し良好な状態になると言えますが、税を徴

収してさまざまな住民サービスを行う地方公共

団体としては、貯金が多過ぎても望ましい状態

とは言えない面もあります。 

  本市の場合、実質単年度収支はこれまでプラス

とマイナスをほぼ交互に繰り返してきており、

財源調整のための貯金残高はおおむね20億円程

度で推移してきました。 

  しかしながら、平成24年度以降、実質単年度収

支が３年連続でマイナスになり、貯金残高が減

少しています。とりわけ26年度の実質単年度収

支のマイナス幅が大きくなり、４月15日号の広

報では約11億円の収支不足の見込みであるとお

知らせしましたが、５月末の出納閉鎖後、決算

状況の取りまとめを行ったところ、収支不足は

７億6,800万円まで縮小しました。これは市税や

地方譲与税、諸収入などの収入が見込みよりも

増加し、除排雪経費や特別会計に対する操出金

などが減少したことによるものです。この詳細

についてはできるだけ早く御説明したいと考え

ております。 

  収支がプラスに作用したため、27年度末の基金

残高は年度当初見込みよりも増加することにな

りますが、大幅な収支不足であることには変わ

りがありません。そのため、できるだけ早く収

支バランスの改善を図るため、27年度予算から

健全化策を講じるとともに、現在財政健全化計

画の策定を進めております。 

  私からは以上です。 

○海老名 悟議長 須佐総務部長。 

  〔須佐達朗総務部長登壇〕 

○須佐達朗総務部長 私からは、１項目めと２項目

め、あわせて御答弁申し上げます。 

  まず、１項目めの市民に対する財政悪化の説明

についてでございます。 

  まず、現在の厳しい財政状況になった要因など

について御説明申し上げます。 

  経常収支比率でありますが、議員お述べのとお

り本市の経常収支比率は25年度決算で95.3％と、

県内13市の中で最も高くなっております。また、

平成19年度をピークに全国の都市、それから県

内13市の平均が減少しているのに対しまして、

本市は高どまりの傾向が見られるものでありま

す。 

  この比率が高い要因といたしましては、扶助費

や介護保険事業に対する操出金を初めとする社
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会保障関係経費、こういったものの増大、それ

から下水道事業に対する操出金に基づく操出金

の増加、さらには、本市の面積が広く、道路、

それからコミセンなどの公共施設の維持管理経

費が多いなどが挙げられると思います。 

  このように経常収支比率が高どまりして財政運

営に余裕がなくなっている中で、平成26年度に

おきまして市税や普通交付税などの収入の減少、

消費税率の引き上げ、それから電気料金の値上

げに伴う支出の増加などによりまして、財政状

況が急激に悪化する結果となりました。 

  市税のうち当初予算編成時点での収入見込み額

から大きく減少したものですが、まず個人市民

税と法人市民税であります。両税目ともに前年

度の１月下旬ころの予算編成時、その時点でな

かなか高い精度で見込みを立てることが非常に

難しいということがございます。 

  まず、個人市民税につきましては、基礎となる

税の申告がまだ始まっておりません。法人市民

税についても、法人の申告に応じて当該年度中

に税額が確定していくものでありますが、その

時点ではまだまだ確定していない、不明な点が

多いということでございます。 

  それから、米沢管内の有効求人倍率の状況、県

の金融経済状況、主要企業などへの景況調査な

どを勘案して、それから過去の実績なんかも踏

まえて見込んだところでございます。それぞれ

増収になると見込んだところでありました。し

かしながら、結果は想定した伸びが見られなか

ったものでございます。 

  次に、普通交付税であります。普通交付税につ

いては、基準財政需要額と言われるその自治体

が標準的な行政サービスを提供するために必要

な一般財源の所要額から、基準財政収入額と言

われるその自治体に入ると見込まれる税額等の

額を差し引いて計算するものであります。 

  平成25年度は国家公務員の給与削減措置に準じ

た地方公務員の給与削減の要請が国からありま

した。それに伴いまして基準財政需要額が削減

されたことから、平成26年度についてはその復

元分が当然上積みされるんだろうと想定してお

りました。消費税値上げに伴う支出の増分につ

いても、基準財政需要額が増額されると見込ん

でおりました。 

  しかし、これらについて国は基準財政需要額に

算入したとはしておりますが、結果的に平成26

年度の基準財政需要額は平成25年度よりも２億

円以上も減額となってしまいました。 

  この理由としては、リーマンショック以降、経

済対策分ということで基準財政需要額に上乗せ

されていた額が減少したこと、それから、地方

全体の税収が大幅に増加したために基準財政需

要額が圧迫されたということによるものでござ

います。 

  このように市税や普通交付税につきましてはさ

まざまな要因により増減するということから、

収入の見込みが大変難しいというものでござい

ます。かといって、収入を手堅く見込み過ぎて

は市民サービスの提供に影響が出かねないもの

でございます。 

  とはいうものの、結果として多額の収支不足が

発生したことにつきまして、市民や議会に対し

て御心配をおかけし、大変申しわけないと思っ

ているところでございます。 

  次に、赤字か黒字かの関係でございますが、６

月１日号の広報に実質収支の推移を示しており

ました。市長の答弁にもありました、実質収支

というものはその年度の歳入総額から、簡単に

言えば歳出総額を差し引いたものと。そこに繰

り越しなんかを含んでございますが、簡単に言

えば歳入から歳出を引いたものと考えていただ

いていいと思います。そういったものの実質収

支が当該年度の決算で実際的には余ったものと

言うことができる額と言えるかと思います。 

  御指摘の赤字団体あるいは黒字団体というもの

を判断する場合には、この実質収支に基づいて
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ということになります。地方公共団体の財政の

健全化に関する法律に基づきます財政健全化判

断比率というものがございます。各年度の決算

において実質赤字比率、それから連結実質赤字

比率、実質公債費比率、将来負担比率の４つを

議会に報告し、公表しておるものでございます。

ここで言う実質赤字比率、これが実質収支の赤

字幅から算定されるものでございます。 

  本市の実質収支は、昭和50年代前半の財政再建

の期間中は赤字でありました。再建が終了した

昭和55年度決算からはずっと黒字が続いており

ます。したがいまして、米沢市は赤字かという

ことになれば、赤字ではありませんとお答えす

るのが正しいものでございます。 

  議員の御質問では６月１日号の広報記事につい

て財政が健全であるかのような表現とございま

したが、これは訂正しなければならないんでは

ないかということでございますが、事実をこの

ように客観的に御説明しているということで御

理解をいただきたいと思うところでございます。 

  次に、２の予算編成過程の市民参加と公開につ

いてでございます。 

  まず初めに、予算編成過程における情報公開、

この場合の情報公開については米沢市情報公開

条例に基づく制度ということでございます。ま

ずその現状について、情報公開の請求があった

場合の制度上の考え方を述べる形で簡単にここ

は御説明したいと思います。 

  まずは、情報公開条例に基づいて本市は情報公

開を推進している立場であります。したがいま

して、予算要求書については、財務会計システ

ム内で管理しております予算要求書のことでご

ざいますが、情報公開の対象となる文書として

原則として開示するものでございます。 

  なお、開示請求があった場合にどの段階で開示

できるのかということになります。この場合に

は議会の議決を得るまでは未確定の情報という

ことで開示することはできませんが、議決を経

れば開示対象となると考えているところでござ

います。いわゆる時限秘の取り扱いをさせても

らっているところでございます。 

  ただ、開示できる時期にあっても、条例に規定

されている不開示情報、つまり個人情報、それ

から事務事業の適正な執行に支障を及ぼすおそ

れのある情報、こういったものについては原則

として不開示になるものでございます。このこ

とは予算要求書に限らず全ての公文書に当ては

まる取り扱いでございます。 

  情報公開に関してはその内容や時期に応じて個

別に判断し、対応しているところでございます。 

  次に、本来の趣旨であります予算編成過程での

情報の公表ということで、ちょっと公開とは言

葉を変えて答弁させていただきます。 

  公表についてでございますが、ここでいう公表

については、先ほど申し上げました情報公開条

例によらずに本市が自主的に行う情報のいわゆ

る提供ということでございます。これについて

御説明申し上げます。 

  予算については事業を実施する上で欠くことの

できないもので、その編成過程を公表すること

は行政と市民の双方向での対話を促し、市民の

理解や協力を得るために、また、行政と市民の

協働を進める上でも、そして、さらには市民の

まちづくりへの参画意識を高めるためにも有意

義であると考えているところでございます。 

  御指摘のとおり全国的には予算編成過程を公表

している自治体が見られるところでございます。

その内容を見ますと、事業ごとに予算要求書と

予算決定額のみを掲載しているものから、それ

らの情報に加えまして査定内容なども掲載して

いるものも見受けられます。さらには事業ごと

の概要や目的、事業費、優先度までも公表した

上で、住民から意見を募集するといったパブリ

ックコメントのような形で実施しているような

団体も見られるところでございます。 

  ただ、予算編成過程を公表している団体数につ
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きましては全国的にはまだまだ少数ではないか

と思っているところではございます。 

  予算編成過程の公表には議員がお述べのような

メリットがあることは認識してございます。た

だ、費用対効果といったコストの課題があるこ

とを考えております。 

  当初予算の編成は事業担当課でそれぞれの事業

内容や実施方法などを検討し、必要な経費を積

み上げて予算要求書を作成いたします。次に、

それらを一つ一つ精査しながら査定を行ってい

く膨大な事務作業の積み重ねということが言え

るかと思います。そうした中で、新たに公表の

ための事務を実施するには人的な経費も含め多

くの経費がかかるというデメリットがあると考

えております。 

  また、当初予算の編成は10月の予算編成方針の

通知から翌年の２月の予算内示までの長期間に

わたる意思決定の過程でございます。その中に

は十分に検討が行われていない情報が含まれる

場合があります。国や県の動向など、外的要因

によっても内容が大きく変化するものもありま

す。こうした情報を含む予算編成過程を公表し

ていくことによって、逆に市民の皆様に対して

誤解や混乱を生じさせる可能性も否定できませ

ん。 

  以上のことを踏まえまして、現段階では予算編

成過程の積極的な公表についてはなかなか難し

いのではないかと考えているところであります。

ただ、今後とも他自治体の状況や公表の仕方な

んかについて研究しまして、開かれた市政を目

指していきたいと考えているところでございま

す。 

  なお、現在、議会に予算案を提案する際に、予

算審議の円滑化や市民への予算案の周知などを

図る目的で、当初予算重点事項等説明書をお配

りしてございます。300を超える事業をそこに掲

載してございます。これは予算編成後ではあり

ますが、こうした予算案の内容など、市民の皆

様にわかりやすくお知らせすることも含めて重

要なことと考えてございます。 

  今後とも予算に関する情報提供の充実に努めて

まいりたいと考えているところでございます。 

  私からは以上です。 

○海老名 悟議長 皆川真紀子議員。 

○１１番（皆川真紀子議員） ありがとうございま

した。 

  順不同になりますが、質問させていただきたい

と思います。 

  議決前の未確定のものを公表するのは支障が出

るということの趣旨でしたが、具体的にはどう

いう支障が出るのでしょうか。 

○海老名 悟議長 答弁大丈夫ですよね、今の。大

丈夫です。時間をとめてください。 

○１１番（皆川真紀子議員） 済みません、補足さ

せていただいていいですか。 

○海老名 悟議長 ちょっと待ってくださいね。で

は、再開します。総務部長。 

○須佐達朗総務部長 まず、予算審議については、

議会の中でさまざまな事務事業についてもんで

いただくことになります。それを予算編成の過

程で、まだ議決もいただいていない段階でそれ

を公開することは、その議論の中で二転三転す

るようなケースが考えられるかと思います。 

  そうすると、議会機能を、混乱させるまでは申

し上げませんが、議会との関係の中で情報公開

としてはふさわしくないのではないかと、そん

なことから議決前までは公表すべきではないと

考えているところでございます。 

○海老名 悟議長 皆川真紀子議員。 

○１１番（皆川真紀子議員） 国の予算案も国会審

議が始まる前に新聞等で大々的に報道されてい

ます。まして、自治体は国よりもはるかに近い

はずですので、議決になっていないものを出せ

ないというのは、私はちょっとおかしいのでは

ないかと思います。 

  二転三転すると市民や議会を混乱させるという
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ことですけれども、そういったことを全て市民

に公開しようと思うのか思わないのか、そこだ

と思うんですけれども、いかがお考えでしょう

か。 

○海老名 悟議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 基本的には公開はいたします。

ただ、議会との関係でその公開の時期について

は議決後ということで申し上げているつもりで

ございます。 

  そして、なぜ議決前だとだめなのか、国会は議

決前でも開示しているではないかということだ

と思います。国の予算全体についてどこまで予

算審議の中で、予算委員会との関係の中で議論

されているかちょっと私のほうはわかりません

が、特に地方の場合には住民との身近な情報が

多数入っている場合もございます。例えば入札

関係でございます。入札関係には、国と違いま

して個数が少ない事業もありまして、予算その

ものが入札と同じような額になっている場合も

ございます。 

  そういったことも含めまして、予算全体を議決

の前に出したりするということは、さまざまな

面で弊害も生じてくるのではないかなと思って

いるところでございます。 

○海老名 悟議長 皆川真紀子議員。 

○１１番（皆川真紀子議員） 私が通告の際の聞き

取りのときに財政問題から切り出したために、

コストを削減するという、予算編成過程の公開

は予算を削るとかコストを削るという意味で言

っているのではなくて、予算編成に市民の意見

を取り入れるというところを言っておりますの

で、市長が予算案を決める前、議会が議決をす

る前、これに市民の意見を聞く必要があるので

はないですかというところの、そこを必要だと

思うのか思わないのか、そこを私は議論させて

いただいて、論点にさせていただいております

ので、必要か必要じゃないのか、そこはどうお

考えでしょうか。 

○海老名 悟議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 まず、議員も述べられました

が、二元代表制の一端として市長が市民の意見

を聞いて予算編成にまず臨むと。それから、市

長が市民の意見を聞くと同時に、我々補助職員

についてもさまざまな委員会等、会議等の中で

市民の意見をお聞きしながら予算編成に当たっ

ての案をつくり出すと。 

  そういった過程の中で、一方当局ではそういっ

た過程を踏まえながら予算をつくっていくと。

その予算の案をつくった段階で今後は議会のほ

うにその予算案の審議をしていただくというこ

とで、当局としては予算編成権に基づく当然の

工程というふうに考えているわけでございます。 

  ただ一方で、予算編成の途中で市民の意見を反

映すべきと考えてさまざま努力している団体も

ございます。全てを公開して、例えば財政課長

査定、総務部長査定、その段階ごとに公表しな

がら予算編成をしている団体もございます。そ

ういった段階には本市の場合なかなか現在すぐ

には難しいんですが、そういった市民の意向を

踏まえながら、できるだけ予算編成の過程の中

であっても市民の声が反映できるようなやり方、

さまざま検討してみたいとは思っております。 

○海老名 悟議長 皆川真紀子議員。 

○１１番（皆川真紀子議員） そうしますと、やは

り予算案の編成に意見を聞くとなったら、やは

り議決前になると思うんですけれども、それは

受け入れていただけないということでしょうか。 

○海老名 悟議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 議会に上程してしまえばそこ

からはなかなか難しいわけですが、上程前であ

ればさまざま担当課で予算編成をまず要求の段

階で各課で住民の意見を十分にお聞きするわけ

でございます。その意見を持ち寄ってさらに部

内の調整だったり、さらに上位の調整だったり

あるわけでございます。住民の声を調整の中で

十分伝えてもらうことも可能なわけでございま
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す。査定というのは切るだけがその中身ではご

ざいませんので、住民の声も踏まえながら当然

査定していくわけでありますので、その辺のと

ころは一方的にやっているというふうな御理解

ではなくて、そのようにして総合的に取り組ん

でいるところだということで理解していただき

たいと思っているところでございます。 

○海老名 悟議長 皆川真紀子議員。 

○１１番（皆川真紀子議員） 済みません、ちょっ

と私の理解力が足りないと思うんですけれども、

要は予算編成過程への市民参加というのはやは

り議決前になるわけなので、今の部長のお考え

はそういう方向でいくというふうに捉えてよろ

しいんでしょうか。否定的だったんでしょうか。

ちょっと済みません、もう１回お願いします。 

○海老名 悟議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 もう１回整理して申し上げま

すと、予算案というものは最終的には議会に提

出するものでございます。それから、最終決定

までの各段階であっても、これは各段階でそれ

ぞれ査定の内容が変わってくる可能性がござい

ます。 

  それから、公表後の、まさにここの部分だと思

いますが、公表後の市民の意思表明、要するに

議決前の公表後の市民の意思表明によって予算

の変更が可能なのかどうか、実はこれは重要な

問題なんでございます。 

  例えばある東京の区は当然公開はしているわけ

ですが、この部分の変更までは対応していない

状況にございます。なので、公表したときにど

こまで変更が可能なのかどうか。だとすると、

予算編成を議会に上程する前に十分に担当課な

りとの意見交換をしていただくこと、それから、

その意見を十分に我々が酌み取って内部で調整

すること、そういったことがむしろ重要なので

はないかなと考えているところでございます。 

○海老名 悟議長 皆川真紀子議員。 

○１１番（皆川真紀子議員） その件はわかりまし

た。 

  コストがかかり過ぎる、膨大なコストがかかる

と。そして、費用対効果のことを考えると大変

だという答弁がありましたけれども、米沢市の

予算編成の査定が財政課長、総務部長、副市長、

市長と、大まかに４回行われていると聞いてお

りますので、財政課長、総務部長、市長とか回

数を減らして公表するということも考えられる

と思うんですけれども、いかがでしょうか。 

○海老名 悟議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 公表する段階で、例えば財政

課長査定でどう変わったのか、部長査定でさら

にどうなったのか、副市長査定、市長査定でど

うなったのか、各段階ごとにそれぞれ金額を示

す必要があるわけです。それとて最後に市長査

定でどうなるかわからないという部分もある。 

  そのそれぞれの段階でそれぞれ公表しようとす

ると相当エネルギーがかかる。一方で査定をや

りながらということになるわけです。そうする

と、なかなか今の人員体制では難しいというこ

と。 

  それから、先ほど申し上げましたように、根本

的に各段階の状況に対して住民としてどういっ

た変更が可能なのかどうか、根本的な議論にな

ってくるのかと思うんです。それについての答

えというのはなかなか難しくて、先ほど申し上

げた団体でもその変更は認めていないところで

す。 

  認めている団体もほかにはあるかもしれません。

ただ、その議論というのはなかなか難しくて、

米沢市の中でも進んでいないところであります。

そうすると、現状なかなか経費がかかってそこ

まで手が及ばないので、なかなか公表は難しい

というふうな結論になっていると、そんなとこ

ろでございます。 

○海老名 悟議長 皆川真紀子議員。 

○１１番（皆川真紀子議員） きちんとした理由で

変更になるのであれば、それを市民が知ったと
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ころで何も不都合なことは起きないと思います

ので、そういったものを公開するという姿勢を

つくっていただきたいんですけれども、これは

要望になります。 

  １つ、米沢市は昭和50年代に赤字再建団体にな

っておりますが、行政の継続性という観点から

当時の教訓が生かされていないのではないかな

と私は思うのですが、今の状況をどう考えてい

らっしゃるのでしょうか、お伺いいたしたいと

思います。 

○海老名 悟議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 当時の状況と今の状況とでは

実は全く内容が違うというふうに御理解いただ

きたいと思います。当時の状況は、先ほど申し

上げました実質収支の赤字、これが赤字団体の

要件だと申し上げましたが、その実質収支は、

赤字再建の指定を受けたのは昭和51年だと思い

ますが、それ以前は48年度決算まではほとんど

黒字だったと思っております。 

  ところが、50年度の決算を結んだときに突然赤

字、要するに実質収支がマイナスということで

出てきたわけであります。つまり、それまでは

黒字だったのにもかかわらず、突然降って湧い

たように赤字、しかも当時の予算からしてみる

と相当な額の赤字です。20億円を超えるような

赤字が一気にある年から出てきた。50年から出

てきたと。そういう状況になります。 

  我々が御説明申し上げているのは、財政運営の

中で実質単年度収支、実質収支も含めて実質単

年度収支が３年連続赤字で特に今回大きくなり

ましたよということを申し上げておるものであ

りまして、当時の隠蔽された中で行われてきた

財政運営とは大きく異なるということで、まず

そこは御理解いただきたいと思っております。 

○海老名 悟議長 皆川真紀子議員。 

○１１番（皆川真紀子議員） 最初のほうに戻りま

すが、米沢市は正式に訂正するという考えはお

持ちでないのでしょうか。 

○海老名 悟議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 実質収支は黒字でございます。

そして、実質収支が黒字でありますので、赤字

という表現はやはりふさわしくないのではない

かなと思っております。したがって、簡単に訂

正するということにはなかなかいかないのかな

と思っております。 

  ただ、こうした厳しい財政運営ではあります。

そして、こういった財政運営を強いられている

わけですが、今後こういったものをできるだけ

早く解消するような方向で努力したいとは思っ

ておりますが、現在の状況についてはやはりこ

れは黒字と言わせていただきたいと思っている

ところでございます。 

○海老名 悟議長 皆川真紀子議員。 

○１１番（皆川真紀子議員） 平行線になりますの

で、人口減少していくのは間違いないので、本

当に必要な事業の選択にもっと市民の意見を聞

く必要が本当に重要になってくると思いますの

で、そういったことを要望して終わりたいと思

います。 

○海老名 悟議長 以上で11番皆川真紀子議員の一

般質問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午前１１時５６分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 １時００分 開  議 

 

○海老名 悟議長 休憩前に引き続き会議を開きま

す。 

  次に進みます。 

  一つ、人口減少問題について、４番小島一議員。 

  〔４番小島 一議員登壇〕（拍手） 

○４番（小島 一議員） 皆さん、こんにちは。明

誠会の小島一です。 

  私は、このたびの統一地方選挙に初挑戦し、多
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くの市民の皆様の負託をいただき、初当選させ

ていただきました。市民の皆様、支援者の皆様

にこの場をおかりして心より厚く御礼を申し上

げます。 

  また、改選後初めての議会において質問の機会

をお与えいただいた先輩議員、同僚議員に対し

ましても御礼を申し上げます。 

  今、この壇上に立ちますと、この緊張感もさる

ことながら、責任の重さを痛感しております。

改めて米沢市の発展のため、市民生活向上のた

めに全力で取り組んでまいりたいという思いを

強くしているところであります。 

  初めての一般質問となりますので、多少通告し

た内容から外れたり、的外れな内容等あるかも

しれませんが、精いっぱいの思いを込めて質問

させていただきたいと思いますので、当局の皆

様におかれましてもわかりやすく誠意を持った

御答弁をよろしくお願いいたします。 

  それでは、早速質問に入らせていただきます。 

  このたびの選挙戦におきまして、私は人口減少

問題を一番の課題としてお訴えをしてまいりま

した。残念ながら本市における人口も、全国各

自治体同様、減少の一途をたどっております。

住民基本台帳によれば平成27年４月時点では８

万4,315人となっております。３年前の24年４月

と比べてみても2,055人の減少であります。 

  これまでも多くの先輩議員がこの人口減少に対

しての質問をされておりますが、私もこの米沢

の未来を考える上で何としても歯どめをかけな

ければならないと思うわけであります。 

  そこでまずお尋ねしますが、米沢市人口定住促

進ビジョンにおいて、平成27年の目標は８万

7,000人以上となっております。この目標は現時

点で達成可能なのでしょうか。また、達成に向

けたさまざまな取り組みについての中間的な分

析などはされているのでしょうか。お伺いをい

たします。 

  次に、私はこの人口減少の一つの問題として雇

用の問題、つまりは働く場所の問題があるので

はないかと思います。地元の高校を卒業して就

職をする、または主に関東圏になると思います

が、大学に進学して、その後就職をする。そう

いった若者が地元で就職をしたいと思ったとき

に、残念ながら彼らの思い描く企業、会社が地

元にはなかなかないというのが今の若者の声で

もあり、現状でもあります。 

  一つの考え方として、八幡原工業団地及びオフ

ィス・アルカディアにおける企業誘致の取り組

みがあるわけですが、先日の市政協議会の際も

日本立地センターの高野部長様から報告があり、

現状としては企業誘致がなかなか進んでいない

現状をお聞きしました。 

  今後も今まで以上に力を入れて企業誘致は進め

ていかなければいけないわけですが、改めてお

伺いしますが、どのような企業に進出してもら

うべく誘致を行っていくのか、また、その方向

性の中にいわゆるメジャー企業の誘致なども考

えの中に入っているのか、お伺いをいたします。 

  さらに、別の角度から考えますと、地元企業が

今後本市での就職を考える人たちに対してより

魅力ある企業、職場になっていけるように企業

力を備えていかなければいけないということで

あります。 

  米沢には4,500を超える事業所があり、その多

くが中小企業に当たります。構成比率は99.8％

になります。こういった事業所、会社に今後さ

らに企業力を高めて新たな事業に取り組んだり

雇用の創出をしてもらったりと成長していただ

きたいところですが、一つの企業がコンサルタ

ントを依頼して改善を図るなどといった方法は

金銭的な側面からもなかなか難しいのが現状で

あると考えます。 

  米沢織はもとより、工業製品出荷額で東北第４

位の八幡原工業団地に代表されるように、もの

づくりが本市の基幹産業であることは言うまで

もありません。多くの事業所が中小企業に分類
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されているわけですが、それぞれの企業でさま

ざまな研究開発をなされ、独自の技術を構築さ

れて仕事をされています。 

  私自身も議員となる前は地元の金属精密加工会

社で８年間現場にいてものづくりをしておりま

した。一つの製品をつくり上げるのにさまざま

な工程において多様な技術を駆使して製品とし

てつくり上げるわけであります。 

  もちろん全ての工程を１人でなされている技術

者の方も多くいらっしゃると思いますが、いず

れにしましても一つのものをつくり上げるのに

は大変多くのすばらしいわざが使われているわ

けであります。 

  と同時に、日々の作業に追われ、さまざまな業

務の改善や改革に着手できないでいる状況も多

くあります。そういったところに対して支援を

できないものかと思うわけであります。地元企

業の活性化という観点からも、民間企業が行お

うとしていることに対して、また、なかなか着

手できない取り組みに対して、行政としても積

極的に支援策を提案し、また推進することによ

り、企業が元気になり業績が上がり新たな雇用

が生まれる、税収も上がる、こういったいい流

れ、いわゆるポジティブサイクルが生まれるの

ではないかと考えるわけであります。 

  そこで、３つ目の質問です。良質な働く場所を

つくるために市としてどのような取り組みをさ

れているのか、また、今後どう取り組んでいく

のか、お伺いをいたします。 

  次に、少子化対策について御質問をさせていた

だきます。 

  このたび国において少子化社会対策基本法に基

づき少子化社会対策大綱が出されました。「少

子化は個人、地域、企業、国家に至るまで多大

な影響を及ぼす」となっております。しかしな

がら、「この危機は直ちに集中して取り組み、

さらには粘り強く対策を推進することにより克

服できる課題である」ともなっております。 

  この対策の大綱にも明記されておりますが、少

子化対策はまち・ひと・しごと創生本部と緊密

に連携して取り組むこととなっております。本

市においても平成27年３月に米沢市子ども・子

育て支援事業計画が策定されました。しかしな

がら、この事業計画の中にも書かれております

が、制度について知らない、実施していること

を知らないなど、情報が今まさに必要としてい

る子育て世代に対して届いていない現状もござ

います。 

  そこで質問ですが、このたびの子ども・子育て

支援事業計画の取り組み方、さらにはどのよう

にして事業内容を周知していくのか、お伺いい

たします。 

  次に、出産についてでありますが、本市の出生

数は人口の減少と同様に年々減っている現状が

ございます。平成26年においては575名、５年前

の21年は661名でしたので86名の減であります。

人口と違い経年で見られないというのはわかり

ますが、各年を見比べてみても少なくなってい

ることは事実であります。 

  全国的に見ても結婚をしない男女が増加し、さ

らに晩婚化も進んでいる現状を踏まえますと非

常に難しい問題であることは私も認識しており

ますが、だからこそしっかりと対策を立て、対

応していかなければならないのではないかと思

うわけであります。 

  質問になりますが、当局として現状の出産の状

況についてどのように捉えられているでしょう

か。また、今後の取り組みとしてどのようなこ

とをお考えでしょうか、お伺いいたします。 

  次に、婚活事業についてお尋ねいたします。 

  婚活事業においても、全国各自治体においてさ

まざまな形で実施されております。山形県内に

おいては35市町村全てで実施されており、本市

においても農業委員会での婚活事業や社会教育

体育課の事業などが実施されております。 

  出産、子育てという流れを考えたときに、やは



- 197 - 

り結婚というのは非常に大きな意味を持つとい

うのは言うまでもなく、結婚はその地域の発展

や地域を守る活力につながります。 

  そのような観点から、婚活から結婚、出産、子

育てという流れは、その町に住む人々の文化の

継承になっていくものであります。未来のまち

づくりに向けても婚活事業の必要性は喫緊の課

題と言ってもよいと思われますが、当局として

どのようなアイデア、中身のある婚活事業、さ

らには米沢らしい事業を考えておられるのか、

お伺いをいたします。 

  最後になりますが、平日のお忙しい中、傍聴に

お越しいただきました皆様に御礼を申し上げ、

壇上からの質問とさせていただきます。 

○海老名 悟議長 安部市長。 

  〔安部三十郎市長登壇〕 

○安部三十郎市長 ただいまの小島一議員の御質問

にお答えをいたします。 

  私からは、良質な働く場所をつくるためににつ

いてお答えをいたします。その他につきまして

は部長よりお答えします。 

  働く場所をつくる、すなわち雇用を拡大するた

めには、企業誘致による新たな雇用の創出とと

もに、地元企業の業績向上や事業の拡大等が重

要であると考えております。本市ではこのため

融資保証制度の運用を初め、新商品開発や販路

拡大等、さまざま企業活動の拡大に対して支援

施策を行ってきました。 

  具体的には、商工会議所や山形大学、市内企業

と連携を図りながら米沢市雇用創造推進協議会

や米沢新産業創出協議会、米沢産業育成事業運

営委員会等を組織して、各種セミナーの開催の

ほか、有機エレクトロニクス関連企業群の形成

並びに事業創出に向けた支援を行ってきました。 

  加えて、シニアインストラクターについては平

成24年度に、企業ＯＢ等人材活用による地域活

性化産業調査研究事業を山形大学に委託して、

山形大学が進めるものづくりシニアインストラ

クター事業の創設を支援してきました。 

  次に、若者の就職希望傾向が高い大手や有名企

業を誘致する考えがあるかということでありま

すが、本市といたしましては単に大手企業や有

名企業であるという理由で誘致活動の対象とす

るのではなく、企業誘致の方針として、有機エ

レクトロニクス関連及び自動車関連産業等の先

端産業、医療分野等の成長産業分野、本市にゆ

かりのある企業や企業の研修開発拠点施設や事

務所、事業拡張を行う地元企業などを対象の中

心としています。 

  続いて、地元企業への支援についてお答えをい

たします。 

  本市では以前から産業間や企業系列を越えた連

携協力が盛んに行われており、これが本市のも

のづくり産業の大きな特徴であり、強みとなっ

ています。 

  申し上げるまでもなく、ニーズが高度化し複雑

に変化してきている現代社会にあって、企業が

こうした社会の変化に対応し、新たなビジネス

チャンスを生かして地域の産業として伸びてい

くためには産、学、金、労、医などが業種の垣

根を越えて連携し、地域課題解決に取り組むこ

とが重要であると考えております。 

  こうしたことから、本市では産、学、官、金、

労で組織して活動を行っている米沢ビジネスネ

ットワークオフィスの活動に参加をして情報交

換に努めるとともに、各種の支援を行っており

ます。 

  私からは以上です。 

○海老名 悟議長 堤健康福祉部長。 

  〔堤 啓一健康福祉部長登壇〕 

○堤 啓一健康福祉部長 私からは、（２）の少子

化対策についてのうち、子育て支援についての

部分についてお答えいたします。 

  本市の年間出生数は平成23年度から24年度で約

100人が減少し、600人前半の出生数となり、平

成26年度では500人前半まで急激に減少している
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状況でございます。 

  先日、国の平成26年の合計特殊出生率が1.42と

９年ぶりに減少したとの報道がありましたが、

総務省から今年の５月４日には子供の日に合わ

せて全国の総人口に占める15歳未満の子供の割

合が12.7％となり、41年連続で過去最低となっ

たとの発表があり、少子化が進行している状況

にあります。本市の平成25年の合計特殊出生率

は1.39であり、国の1.47を下回る結果となって

おります。 

  また、平成25年の15歳未満の年少人口の

12.88％についても、５年前の平成 20年の

13.53％と比較して0.65ポイント減少しており、

少子化が進んでいる状況にあります。 

  このように全国的に少子化が進む状況の中、平

成27年３月に国では少子化社会対策大綱を発表

しております。この中の重点課題として子育て

支援策を一層充実させることや多子世帯への一

層の配慮などが挙げられております。 

  本市としても少子化対策の重要な施策の一つと

して子育て支援の必要性を切実に感じていると

ころでございます。 

  御質問の子育て支援制度の周知についてでござ

いますが、本市独自の施策の一つである子育て

支援のさまざまな制度等を１冊にまとめた米沢

市子育てハンドブックを母子手帳交付時に妊婦

全員に配付するとともに、就学前の子供のいる

転入者に対しても配付しております。 

  親子で遊べる場の案内やさまざまな子育て支援

事業のほか、児童手当、子育て医療給付制度の

情報や育児相談の窓口の案内などを毎年度その

内容を修正しながら発行しております。 

  また、出生の手続や転入の際には市民課からの

こども課への手続案内を配付し、その紙面を活

用し、手続の案内だけではなく、育児相談の窓

口案内のＰＲも行っており、できるだけ子育て

に関する情報が直接保護者の目に届くように努

めております。 

  また、地域子育て支援センター、ファミリーサ

ポートセンターの事業や保育所の入所申し込み

などの諸手続にかかわるものは、市のホームペ

ージや広報を活用するほか、事業の一部になり

ますが、市のフェイスブックの活用も行ってＰ

Ｒしております。 

  今後ともあらゆる手法を使い、子育てに関する

情報や事業の案内を行ってまいりたいと考えて

いるところでございます。 

  今年の４月からスタートした子ども・子育て支

援新制度につきましては、大きな制度の変更で

もありますので、広報よねざわやホームページ

のほかに、保育所及び幼稚園の保護者全員に新

制度の概要版を配付し、周知も図ったところで

ございます。 

  また、家庭保育の世帯については、子育て支援

センターの職員への新制度の説明を行い、保護

者の照会に対応していただいております。 

  よって、就学前の子供のいる世帯に広く新制度

の周知が図られたものと考えております。 

  私からは以上でございます。 

○海老名 悟議長 原教育長。 

  〔原 邦雄教育長登壇〕 

○原 邦雄教育長 私から小島一議員の御質問にお

答えをいたします。 

  少子化対策として実施している婚活支援事業の

成果と効果についてお答えをいたします。 

  私からは、社会教育体育課で実施しております

出会いの機会づくり応援委員会活動を御説明申

し上げます。 

  市内17地区から選出されました女性議員が中心

となり、結婚に向けた一対一でのお見合いや独

身者が交流する婚活イベント「米沢まちコン」

などを実施し、今年度で５年目を迎えます。 

  初めに成果でありますが、お見合い相手の紹介

や婚活イベントの情報提供を希望する方の登録

者数は、平成27年４月１日現在で男性75名、女

性30名、合計105名となっております。 
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  平成23年度から26年度までの事業成果としまし

ては、結婚に向けたお見合いの実施回数が61回

で、カップルになった数は19組でした。婚活イ

ベントの実施回数は12回で、カップルになった

数は108組でした。婚活イベント参加延べ人数は

1,193名で、男性が691名、女性が502名となった

ところです。事業開始からの成婚数は６組で、

平成25年度２組、26年度４組成婚されました。

成婚のきっかけは、婚活イベントが５組、お見

合いが１組でした。 

  次に、効果についてですが、委員会では１人で

も多くの人に幸せな出会いの機会を提供しまし

ょうという活動目標を掲げ、多様な出会いの機

会づくりに努めております。毎月17地区の代表

が独身者情報を持ち寄り会合を重ね、独身者を

いかに成婚させるかという地域課題を話し合い、

成婚によって人口をふやしていくことの難しさ

を実感しながらも、地域で真剣に取り組んでい

かなければ解決できないという機運を浸透させ

る効果をもたらしたと認識しているところであ

ります。 

  また、他市町村の仲人団体との交流会参加や人

口減少対策に向けた婚活支援事業の成功事例を

学ぶ研修会に参加することで、主体的に支援活

動をする人材の育成につながっているところで

あります。 

  今後も少しずつ成功事例を積み重ねていくこと

で、地域で暮らし、結婚し、子供を産み育てて

いくことの大切さを実感していただけるよう、

継続して取り組んでまいります。 

  なお、聞き取りの段階で就学援助費についての

御質問もあったのですが、壇上からはちょっと

ありませんですので、自席から質問よろしくお

願いします。 

  私からは以上です。 

○海老名 悟議長 小島一議員。 

○４番（小島 一議員） 御答弁ありがとうござい

ました。 

  聞き取りの段階で私のほうから少し漏れた内容

があったために御答弁内容に入っていなかった

のかなというふうに思うわけですが、まず人口

定住促進ビジョンの平成27年度の目標値が８万

7,000人以上となっていることに対しての現状で

の達成可能かどうかというふうなところ、こち

らのほうは通告のほうがなかったために御答弁

なかったのかなというふうに思うわけですが、

ここら辺の見解等に対して市長の現状のお考え

で構いません。こちらのほうを御答弁をいただ

ければというふうに思いますが、いかがでしょ

うか。 

○海老名 悟議長 安部市長。 

○安部三十郎市長 いきなりの御質問でありますの

で、私の段階で申し上げられることだけ申し上

げたいというふうに思います。 

  人口減少は米沢だけじゃなくて全国の都市が減

少して大変問題になっているわけでありますが、

だからといって米沢市もそれでいいということ

にはなっていかないわけで、何とかこの人口減

少には歯どめをかけたいというふうに思ってお

ります。当然私が就任して以来人口が減少して

きましたので、多分緩やかではあってもＶ字回

復していくような手だてをとりたいものだとい

うふうに思っております。 

  ですから、何とかビジョンの数値に持っていけ

るように努力したいというぐらいで、今の段階

では御容赦いただきたいというふうに思います。 

○海老名 悟議長 小島一議員。 

○４番（小島 一議員） 済みません、ありがとう

ございました。 

  まず、これをお聞きした趣旨というふうなこと

に関しては次のまちづくり総合計画が今後策定

されてくるわけですけれども、27年度までのま

ちづくり総合計画、また後期の定住促進ビジョ

ンというふうなことで、さまざまな施策を市の

ほうでとって、人口定住、そして人口減少に歯

どめをかけるというふうな、そのほかさまざま
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産業界等々のところに対して手を打っていくた

めの大綱として出されていることとは思うんで

すけれども、どうしてもその中身が結果として

なかなか出てきていないのかなというふうな感

じを受けるわけであります。 

  ただ出すだけというふうなことは申しませんけ

れども、やはり目標を設定する上で、いわゆる

ＰＤＣＡ、プラン・ドゥ・チェック・アクショ

ンというふうなことで目標を立てて、中間の精

査をして、そして成果を出していくというふう

なことが一般企業においても事業を行っていく

上で根本となる考え方としてあるわけですから、

まちづくり総合計画というふうな米沢市の今後

の方向性を見出していく上でこれまでの27年度

までの総合計画というふうなことの見直しとい

いますか、精査といいますか、こういったもの

がきちんとできているのかなというふうな部分

に若干の疑問を感じたものですから、この点の

御質問をさせていただきました。それに関して

はどうでしょうか。 

○海老名 悟議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 今年度までの総合計画に

つきましては精査を行ってというようなところ

で、そのほかに市民の方々からもアンケートも

いただいたというようなところでございますが、

やはり議員御指摘のとおり人口につきましては

特に非常に厳しい状況ということで、実際数字

的には現在８万5,000台になっているというよう

なところで、目標達成には至っていないという

ような、10月に国勢調査がございますが、やは

りこれからは特に総合戦略では求められており

ますが、きちんと一つ一つの事業の中で目標値

を出してというような、国のほうからもそのよ

うな計画の策定の方針が示されておりますので、

私どものほうについてもその中できちんと目標

値を入れて、そして毎年その中身について検証

して次の年度にそれを生かしていくというよう

な作業が必要かと思いますので、そのような方

向で取り組んでまいります。 

○海老名 悟議長 小島一議員。 

○４番（小島 一議員） やはり見直しをして、さ

らには現状に即した内容にというふうなことで、

柔軟な対応というふうなところも必要だと思い

ますし、そこには６月定例会の中でもさまざま

な議員の方がおっしゃっておられますが、市民

協働というふうなところで、どうしても行政当

局だけでの物の考え方、捉え方というよりは、

市民の方々からの声を聞いていく。そして、市

民の代表者たる我々議会というふうなものにな

るわけですから、そういったところでのさまざ

まな意見交換等々を今後より密にしていかなく

てはいけないというふうに思いますし、場合に

よってはやはり住民説明であったりとか意見交

換会なんていうものも市民と行政の直接的なか

かわりといいますか、こういったものも必要に

なってくるというふうに考えておりますので、

ぜひその辺のところをしっかりと対応のほうを

していただきたいと思いますし、次期のまちづ

くり総合計画のほうにも反映をしていただきた

いというふうに考えるところでございます。 

  ちょっと順不同になりますが、少子化対策のほ

うの質問になります。先ほど壇上での質問をさ

せていただいた中でも少子化の国のほうの大綱

が出されたというふうなことをお話しさせてい

ただきましたが、2014年で少子化対策を実施し

ている地方の自治体数というふうなものは243件、

数値にして14％というふうなところであります

が、国のほうとしてはこれを70％台まで引き上

げていきたいというふうな考えがあるようでご

ざいます。 

  それも大綱の中に明記されている「早急に集中

して」というふうなことから、５年間でという

ふうな数値が明記されているわけでございます

が、もちろん米沢市においては少子化対策を実

施を、子ども・子育ての計画が出されて実施を

されているというふうなことは私のほうも認識
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はしておりますけれども、その中でやはり各自

治体が同じように同様の取り組みをしていくと

いうふうな中で、米沢市の独自性といいますか、

これぞ米沢だというふうな考え方、進め方、こ

ういったものというのはどこら辺にあるのか、

ここら辺のところをお聞かせをいただければと

思いますが、いかがでしょうか。 

○海老名 悟議長 堤健康福祉部長。 

○堤 啓一健康福祉部長 なかなか米沢だけ全国で

１つだけという政策ではございませんけれども、

いろいろな独自の施策のほうを実施してござい

ます。 

  今年度より子育て医療給付におきましては中学

生の外来分まで拡充を図ったところでございま

す。それによって該当児童数も１万人を超す見

込みというところになってございます。 

  また、保育所等の保育料の設定や幼稚園の保育

料等についても独自の基準で減額、特に第３子

以降の保育料の無料としている部分とか、米沢

市独自の部分でございます。 

  また、昨年度からひとり親の保育料算定につい

ても寡婦控除があったとみなして保育料の算定

を行うなどの軽減等も図っているという状況で

ございます。 

○海老名 悟議長 小島一議員。 

○４番（小島 一議員） 先ほど申し上げた目標数

値70％というふうなところで、私が危惧してい

るところというのは、やはり独自性というふう

なところに着眼して物事を考えていかないと、

先ほども御答弁の中でＰＲは新たにこういった

ことをしていますと、ＳＮＳ、いわゆるフェイ

スブックを使用してとかホームページを活用し

てというふうなことで御答弁あったわけですけ

れども、ＰＲするというふうなこと、市民への

周知というふうな部分においてになってくると

思いますけれども、なかなかやはり周知徹底と

いうところ、どうしても使ってほしい、必要と

している世代、人に対してなかなかそこまでで

きかねているというふうな現状があって、今回

さらに一歩踏み込んだ対応というふうなことで

なされているんだと思うんですけれども、それ

で本当に届くのかどうかというふうな、私は一

抹の疑問をいまだに拭えないでいるわけであり

ます。 

  これは提案というふうなことにもなるかもしれ

ませんけれども、例えば今お子さん１人出生す

るにおいて出産一時金というふうなところがあ

って、ほぼ出産費用に関してはかからないとい

うふうな状況になっているかと思うんですけれ

ども、さらには米沢市の場合は中学校３年生ま

で拡充された医療費の減免というふうなところ

があるわけですけれども、例えば子供さんが生

まれて御家庭の時代、義務教育、小学校、中学

校までのところの生活費以外のところ、授業料

であったりとか給食費であったりとか、そうい

ったところを米沢市は全額負担をする。 

  もちろん収入の状況によって一部負担がある世

帯等々が出てくることはいたし方ないと思いま

すけれども、もちろん今の経常収支比率が

95.3％というふうなところ、さらには財政状況

がなかなか芳しくない中で一方的な見方をすれ

ば税金のばらまきだというふうなことに映りか

ねないような施策になってくるかもしれません

が、そうではなくて、米沢市は本気になって子

供、子育てをする方々を支えていくんだという

ふうな考え方というか、政策を例えば打ってみ

るとか、そういったことが全国初の取り組みと

してされていくというふうなことになってきま

すと、やはり新聞報道も含めたメディアで取り

上げられたりというふうなことにもつながって

くるんではないかなというふうに思っているわ

けであります。 

  私が独自性にこだわるというふうなところは、

そういったところがありまして、やはり全国で

初めてとかというふうなところに米沢市がなっ

ていけないのかなというふうに思っているわけ
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であります。 

  よく御答弁を聞いていても先進事例を精査しな

がらとか、近隣もしくは他自治体の先行事例を

参考にしながらというふうなことで御答弁を受

けるときが多々あるわけですけれども、その先

見事例に米沢市がなっていけないのかというふ

うなことであります。 

  これは今質問させていただいている子ども・子

育ての件だけではなくて、さまざまな部分に考

えが及ぶわけではありますが、そういったお考

え、米沢市が全国初の何かをしていくんだとい

うふうなお考え、こういったことに関してはど

のように考えていらっしゃるでしょうか。 

○海老名 悟議長 堤健康福祉部長。 

○堤 啓一健康福祉部長 議員仰せのとおりそうい

う独自性というものをできるだけ出していきた

いというふうには考えてございますが、先ほど

御提案いただいたような中学生ぐらいまでの間

のいろいろなかかる費用等を全額かからないよ

うにするとかと、非常に大胆な施策であるかと

思います。 

  ただ、結局また財政問題の話にちょっとなって

しまうわけなんですが、出産お祝い金の給付の

お話もありましたけれども、米沢市では実施し

てございませんが、今先ほどお話ししたように

年間500人から600人の赤ちゃんが出生している

という状況です。誕生に10万円のお祝い金等を

給付した場合でも五、六千万円の経費が必要に

なってくるところでございます。 

  仮に保育所、幼稚園の入所している児童の保育

料を全て無償にするという場合なんかも考えて

みますと、現在でも相当市が独自に保育料につ

いては負担している部分が結構ございます。そ

れにさらに現状の状況ですと、それを実施しよ

うとしますと６億4,000万円近い金額がさらに必

要になってくるというようなことで、なかなか

そういう思い切った施策を実施するにしまして

も、どうしても財政的な問題等が伴うというこ

とも事実でございます。 

  私からは以上です。 

○海老名 悟議長 小島一議員。 

○４番（小島 一議員） 済みません、もう少し夢

が持てるような御答弁がいただければなと思っ

ておったんですが、子供たちというのは各自治

体、日本国でも、こういったところの将来の希

望なわけじゃないですか。我々が残していく未

来というのはその子たちのためにあって、その

子たちはさらにその先の子供たちの未来のため

にさまざまな社会をつくり上げていくわけじゃ

ないですか。 

  そういったものに対して先行的な投資というも

のを米沢市は独自性を持ってここまでするんだ

ぞという気概を市民の方々、そして全国初とい

うふうな試みをすることによって、日本国中あ

るいはさまざまなネットワークを通していけば

全世界に発信していけるんではないかというふ

うに私は考えるわけであります。 

  私が今申し上げた例えの生活費以外のところを

全て米沢市が全額を見るというふうな例えを申

し上げましたが、それだけにもとどまらなくて

も結構だと思います。ぜひ米沢市の独自性とい

うふうなものをしっかりと見出せる、「ああ、

米沢市はこんなすごいことをやり出したのか」

と市民の皆さん、近隣の自治体、さらには日本

国中から「いや、米沢市、何だ、すごい変わっ

たな」と言われるような何か、私は今回人口減

少に関して少子化問題、子供たちのこれからの

ためにの質問をさせていただいていますからそ

れに関して今お話をさせていただいていますが、

ぜひそういった独自性のあるものを構築をされ

て、また次のまちづくり総合計画のほうにばん

と盛り込んでもらいたいというふうに思うとこ

ろでございます。 

  ただ１つ、１点、先ほど私の申した例ですけれ

ども、この社会対策大綱のほうにも明記されて

おりますが、集中してというふうな部分がある
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わけです。国のほうとしても５年というふうな

数値を区切って、まず集中して取り組んでいこ

うと、そして、集中して取り組んだ結果を先ほ

ど申しましたＰＤＣＡプランを立てたことに対

しての成果を検証して、この事業はもっと継続

して、その事業を継続するためにはさまざまな

社会保障費であったりとかというふうなところ

が予算の中での再分配というふうな形になって

くるかと思いますけれども、考えをここに集中

をするためにこっちはちょっと、自助、共助、

公助の中の自助、共助というふうな部分に置き

かえて、少し市民の方々に御努力をお願いをし

て、そのかわり米沢市は将来的にはこれだけの

ものを投資をしたんだから将来的にはこういう

ふうになるんだぞというふうに市民へしっかり

と説明をされれば、私はそれは「いや、何だ、

米沢市」というふうな方よりは「おお、米沢市、

まず頑張れ」と、「わかった、俺たちもそれの

ためには協力するから」というふうな人たちの

ほうが多いんではないかと私は思うわけであり

ます。 

  ぜひそういったことで、一度立ち上げたものを

何年もずっと続けていかなくてはいけないんだ

というふうな考えではなくて、時限的に、例え

ばこのくらいの人員までとか、募集人員を決め

ると、仕切ると、年数を定めるとか、そういっ

た時限的な部分でも構わないと思うんです。ぜ

ひその辺のところ、さまざまな要件のところが

かかわってくると思いますけれども、取り組み

のほうを強化をしてやってもらいたいというふ

うに思います。最後のほうは要望になりました

ので、御答弁のほうは結構でございます。 

  次ですけれども、先ほどから要望というふうな

ところでのお話の中で、やはり財政の問題のと

ころが出てきているわけです。このたびの定例

会の中でもさまざまな方がお話をされていると

いうふうなことになってきますが、おとといの

中村議員への答弁の中で財政健全化計画の考え

方の中で総務部長が各課がさまざまな事業なん

かを精査をして、その上で話し合いをもって財

政健全化計画をしていくというふうなお話があ

ったと思いますが、私は、今のこの話もそうで

すけれども、このたびの選挙戦を通じてさまざ

まな市民の方々の声を聞いてきましたが、やは

り市のほうでやろうとしているというふうなこ

とは基本的にまず考え方として市民の要望に対

しての政策であったり、事業であったりという

ふうなことであると私は捉えているんですけれ

ども、それに関して、その考え方に関してはい

かがでしょうか。 

○海老名 悟議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 その要望に政策的なことをど

うまぶすかというのが我々としての役目だと思

っております。そして、それを政策と要望と、

うまく取りなすのが行政の役目であろうと。全

体的に政治と住民と行政と一体となって進んで

いく、これが理想かなと思っているところでご

ざいます。 

○海老名 悟議長 小島一議員。 

○４番（小島 一議員） であるならばですけれど

も、やはり政策というか、市民の要望として上

がってきているものをやはり今の財政の状況を

鑑みながらというふうなことで、今まで事業と

してやってきたものを、もしくはこれからやっ

てくださいよというふうな話が上がってきてい

るものに対して、「いや、今財政状況がこれだ

け厳しいんだからちょっと待ってくれ」とか

「これはちょっと伏せておこう」とか、そうい

うふうなことではこれからの子供たちが未来を

感じられる、将来にわたって米沢市で生活して

いこうというふうな考えにならないと思うんで

す。 

  やはり、政策を１回落としてしまいますと、な

かなか再度持ち上げてくるというのは難しいこ

とになってくるんではないかなと私は思うわけ

ですけれども、まずそのところに関して、一度
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今回の財政健全化計画、再建の計画をつくって

いく中で各課でさまざまな話をして、いろいろ

なことがこれはできる、これはできないという

ふうな形に最終的になってくると思うんです。

それの例えばできないとなったことに対して、

その後の再度持ち上げてくるというか、政策を

なきものにするというふうなことはないという

ふうな御答弁をぜひいただきたいと思いますが、

いかがですか。 

○海老名 悟議長 須佐総務部長。 

○須佐達朗総務部長 新しい事業をどう取り組むか

の前に、現在の事業をどうしていくかというの

がむしろこういう財政状況だからこそ大切だと

思っております。事業の継続性、発展性、将来

この事業をどうすべきかという議論をまずしっ

かりすると。その上ですき間があれば、言い方

はちょっととげがあるかもしれませんが、すき

間があれば新規事業に取り組んでみたいと。 

  しかし、新規事業もすき間だけではなくて、積

極的に取り組んでいくべきだという新規事業も

あるかと思います。 

  そういった現在の事業とこれからやるべき事業

をやはり総合的に考えていく必要がある。それ

が我々の使命でもありますし、市長以下、副市

長含めて、いわゆる政治的なところもまぶしな

がら、議会の意見もお聞きしてその方向性を探

るということになるかと思っております。 

○海老名 悟議長 小島一議員。 

○４番（小島 一議員） 今の総務部長の御答弁を

聞いて少し安心をしました。やはり財政のほう

がなかなか芳しくないというふうな状況がある

中で、あれもこれもできないというふうな地方

自治体というふうなものでおいては、やはり市

民への閉塞感であったりとか、期待感の薄れと

いうふうなものがいつまでも払拭できないだろ

うというふうに私も考えるわけであります。そ

ういったところがぜひないように、将来の米沢

はこれだけよくなるんだぞというふうな、やは

り市民がビジョンとして見えるような政策の方

向性をぜひ打ち出していただきたいというふう

に思いますし、そうならないんであれば、今後

つくられるであろうまちづくり総合計画という

ふうなものは、絵に描いた餅とは言いませんが、

なかなか市民に理解をしていただけるようなも

のになってこないんではないかなというふうな

思いでいるものですから、再度総務部長に確認

のほうをさせていただいたところでございます。 

  時間が10分前というふうなことで、先ほどの婚

活事業の件で教育長のほうから御答弁をいただ

いたわけですが、これも先ほどの少子化対策の

独自性というふうなところと関連してくるかと

は思うんですけれども、やはり今までの婚活事

業を見ていますと目的がどうしても見えづらい

というか、最終的な婚活事業の目的とは本来何

なのかというふうなところを再度、済みません、

確認させてください。 

○海老名 悟議長 船山教育管理部長。 

○船山弘行教育管理部長 お答えを申し上げます。

婚活事業でありますので、結婚を目指す男女お

二方の支援ということになりますけれども、教

育委員会で所管しているという関係もございま

して、一番はやはり結婚観の醸成だと思ってお

ります。 

  今後、若い人たちがどういうふうな人生を歩ん

でいくかという、そのことの中で、結婚という

ものはどういう意味を持つかというふうなもの

を考えさせられるようなものにしたいというふ

うには思っております。 

  ただ、現実的にはやはり御希望する方を募って

いろいろな出会いの場を設定するということに

もなりますが、その中でそれぞれ男の方、女の

方それぞれですけれども、どういうふうなこと

がその出会いの中で必要なのかということも学

んでいただければというふうに考えております。 

○海老名 悟議長 小島一議員。 

○４番（小島 一議員） 私が何で今回この婚活事
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業について触れたかというと、実は私の知人も

参加した方がおりまして、彼の話をそのまま引

用すればただの飲み会で終わってきたというふ

うな話でありました。 

  やはり婚活というふうなもの、やはり私も先ほ

どの壇上での質問の際にも触れましたけれども、

将来的にはやはり文化の継承、地域の活力とい

うふうなところにつながっていくのが結婚であ

ると。やはり結婚をする男女をふやしていく、

そのための出会いの場の設定であるというふう

な、目的と手段、こういったところが混同して

いないかというふうなところがあるわけでござ

います。 

  ぜひ、出会いが目的ではなくて、最終的には地

域の活力となるべく新たな出会いがあって、結

婚に行き着くというふうな、そこまでの展開の

ところを対応策として考えた上での事業実施と

いうふうなところを進めていただきたいという

ふうに思いますし、そういったところが米沢市

の独自性というふうな部分にもつながってくる

んではないかと。 

  山形県のほうで３年間の期間を会費を取ってと

いうふうなことで、米沢市もその事業に参加を

しておる話は社会教育体育課の生涯担当の方か

らお話をお伺いをしております。そういった県

の事業に乗っかるというふうなことだけではな

くて、やはり米沢市で例えば数値目標をつくる

とか、新たな考え方として形態をつくっていく

とかというふうなことでの対応をぜひお願いし

たいというふうに思います。 

  私、今回人口減少問題というふうなところでの

さまざまなお話をさせていただいてきまして、

最後に、時間が若干ありますけれども、これは

提案というふうなことになると思います。 

  自治体情報誌の「Ｄ－ｆｉｌｅ」というふうな

発行誌がありますけれども、その中で先進的な

公共益を手厚く受けられるという移住促進策と

いうふうなものが掲載されておりました。内容

としては過疎化が進む岡山県総社市というふう

なところの昭和地区というふうなところにおい

て、英語特区というふうな特例校に文部科学省

のほうより指定されたというふうな事例であり

ます。いわゆる英語授業を他地域、さらには大

都市部よりも大幅に授業の日数をふやして、英

語教育を充実させる特区制度を使っているもの

であります。 

  さらには、図書館の運営等々で有名な佐賀県の

武雄市ですけれども、こちらは民間の学習塾の

手法を公の授業のほうに取り入れまして、問題

を解く達成感を重視するスタイルというふうな

ものを取り入れているというふうな事例もござ

います。 

  自治体レベルでの官民の連携の教育を行うとい

うふうなことはやはり非常に珍しいというふう

なことで取り上げられていたわけであります。

流入人口をふやすというふうな施策を講じる上

でも、ぜひこういった事例も参考にしていただ

きたいというふうに思いますし、やはりさまざ

ま知恵を絞って対応することによって米沢が日

本全国で初であったりとか、独自性のあるもの

というふうなものがまだまだ出してこれるんで

はないかなというふうに思うところであります。 

  市当局の職員の方々の能力は疑うところなく、

非常にすばらしいものだと私も感じているとこ

ろでありますから、ぜひ今後の米沢市を構築し

ていく上で、未来の子供たちのためにすばらし

い米沢市を残してやるために、ぜひ英知を結集

をして取り組みをしていただきたいというふう

に思いますし、最後のほうは要望というふうな

ことになりますが、ぜひ輝きある米沢市を構築

していくために、今後も我々議会もできる限り

の協力をさせていただきたいというふうに思い

ますので、御努力のほうをお願いしたいという

ふうに思います。 

  以上、私からの一般質問とさせていただきます。

ありがとうございました。 
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○海老名 悟議長 以上で４番小島一議員の一般質

問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午後 １時５７分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 ２時１０分 開  議 

 

○海老名 悟議長 休憩前に引き続き会議を開きま

す。 

  次に進みます。 

  一つ、市役所窓口業務の改善と証明書等のコン

ビニ交付サービス導入について外２点、８番成

澤和音議員。 

  〔８番成澤和音議員登壇〕（拍手） 

○８番（成澤和音議員） 皆さん、こんにちは。本

当に大変緊張しておりまして、お昼に食べたラ

ーメンを戻しそうでございます。 

  一新会の成澤和音でございます。この春の統一

選挙で若い人に頑張ってもらいたいと多くの支

持をいただき、このたび初当選させていただき

ました。27歳とまだまだ未熟な部分もあります

が、新たな発想と行動力をもって米沢市の発展

のために働かせていただきます。 

  先日、所用がございまして市役所内のとある課

に行った際、市の職員の方から「済みませんが

お名前をお伺いしてもよろしいですか」と言わ

れ、名を名乗りました。その方は「○○さん、

成澤さんがいらっしゃっております」と優しく

対応していただきました。これからは市民のみ

ならず、職員の皆様にも顔と名前を覚えていた

だけるよう、議員としてしっかりと働いてまい

ります。 

  質問に入らせていただく前に、佐藤弘司議員に

続き調査をさせていただきました。米沢市議会

議員で最年長は73歳の佐藤忠次議員となってお

ります。最年少は27歳の私、成澤でございます。

私を除いた議員の平均年齢は52.91歳。そこに私

が加わりますと51.83歳と、１歳の引き下げ効果

を上げております。 

  全国の市議会議員を見てみますと、平均は大体

50代後半となっておりますので、米沢市議会議

員は大変若返り、活発な議会なんだなと感じま

した。 

  そして、諸先輩議員が多くおりますが、島軒議

員、高橋壽議員、髙橋英夫議員などは小中高の

同級生の父親でございます。年齢の引き下げ効

果を出しましたが、活発な議会になるよう精い

っぱい壇上より訴えさせていただきます。 

  さて、本市の置かれている財政状況は悪化の一

途をたどっております。このままであれば平成

29年度には財政がパンクするという報道がなさ

れ、話題を集めました。本市を年収350万円の人

に例えてみました。自由に使えるお金は年間た

ったの10万円、しかも貯金を切り崩してとなっ

ております。残りの340万円は家賃、食費、医療

など、黙っても消えていくような状態にあり、

ことしからは父親、母親、そして子供たちのお

小遣いが軒並み減少しました。車の買いかえ、

マイホームの建設の夢もなく、追い打ちをかけ

るように今後290万円の借金返済が待ち受けてお

ります。貯金は残り11万円、カウントダウンが

始まりましたが、ことしも赤字予想、将来も老

い先真っ暗な家計簿となっております。果たし

てそんな家に暮らしたいでしょうか。安部市長、

私は御免でございます。 

  ４月15日、６月１日の広報よねざわで安部三十

郎市長は「御安心ください、必ず５年以内に健

全化を果たします」というような楽観的なこと

を述べられておりますが、私自身大変危惧して

おり、このまま最悪の状況が続けば破綻の可能

性もあると思っております。 

  破綻すれば人口減少、地域の過疎がますます進

行するだけでなく、全国的にも負の米沢市を知

らしめることにつながりかねません。一刻も早
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く財政健全化に向けた行動に移すためには、新

規事業の中止、給与削減といった一方的な考え

だけではなく、しっかり議会の意見、市民の話

を聞くことが重要であり、そこからいいアイデ

アが生まれてくるものだと確信しております。 

  そこで、私からは行政の合理化とコスト削減、

住民サービスの向上に資する質問をさせていた

だきます。 

  １つ、市役所の窓口と証明書等のコンビニ交付

サービスの導入についてお尋ねします。 

  １つ、市民窓口のアウトソーシング、民間委託

運営をできないかです。 

  米沢市役所では平成19年に民間委託に関する指

針を出しました。その中には、目まぐるしい社

会経済情勢の変化の中で早急な財政の立て直し

と時代に即応した行政組織やサービスのあり方

を構築する柱として、民間にできる業務を積極

的に外部委託することとしております。 

  米沢市でも公共施設の指定管理者制度、一部業

務の民間委託を推進し、多くの成功事例を生み

出しています。全国的に見ても市役所の窓口を

民間委託するという流れが出ております。 

  ある自治体では市民課の正職員を５人削減し、

受託業者から常時８人の職員が配置されました。

正職員の人件費から委託料を差し引いてもコス

ト削減につながったとのことです。 

  県内の一般行政職の平均年収は630万円。対し

て、サラリーマンは370万円。米沢市の場合はこ

れよりも下がりますが、この開きが同じ人員で

も民間委託のほうが安いということです。 

  また、市民課は転入出が多い３月、４月、連休

明けなどに業務が集中しており、繁忙期、閑散

期の波があるため、人材確保が大変とお伺いし

ております。民間委託の場合は人員の移動も容

易にでき、安定した人員確保が行えます。利益

を優先としながらも、顧客満足度を追求した競

争原理や接遇サービスなど、行政にはない経験、

民間ノウハウがあり、必ずや市民サービスの向

上につながる窓口運営ができるはずです。ぜひ

とも市の窓口、証明書発行などの業務を民間委

託してみてはいかがでしょうか。 

  ２つ、ワンストップサービスによる手続の簡素

化についてです。 

  市民目線に立った行政取り組みとして、総合窓

口は全国多くの自治体で導入されております。

政令指定都市のように複数課の業務を取り扱う

総合窓口がある一方、米沢市のように市民課、

税務課の一部など、二、三課の業務をまとめて

いるところもあります。 

  例えば転入手続を行った場合、市民課で転入届

け出を提出、子供がいる場合は２階のこども課、

そして向かいにあります教育委員会で転入学の

申請手続など、各課にまたがっていく必要があ

ります。 

  引っ越してきたばかりの人や小さな子供連れ、

障がい者、高齢者など、移動するのも大変です

し、そもそもどこの課に行けばいいのかわから

ない人も多数おります。総合窓口にすれば窓口

が一本化され、複雑な市役所内外を移動しなく

て済むこともあり、時間の短縮や負担軽減にも

つながります。 

  現状としては縦割りで業務単位の専門窓口に行

かざるを得ない状況です。これまでの行政運営

としては事業をすることが目的、プロセス重視

でしたが、これからは成果、効果が評価される

アウトカム重視の時代に入っています。 

  市民課の事務改善を見てみますと、平成９年度

に１階と２階に分かれていた市民課の事務フロ

アを１階に統合し、新たに受付カウンター、合

成音声呼び出しなどを設置しました。これによ

り事務の流れの的確な把握と各係間の連携強化、

さらには職員の適正配置が可能になるなど多く

の改善がなされたとあります。 

  引き続き市民の立場に立った利用しやすい窓口

運営を行うために、新たな手法が問われるはず

です。各課の連携、重複処理を脱却し、住民満
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足度向上、業務を効率化し、子供から高齢者ま

で安心して利用できる行政窓口の導入を検討し

てみてはいかがでしょうか。 

  ３、市役所内に証明書等の自動交付機を設置し

てみてはいかがかです。 

  市役所は全て申込書を記入後、受付に提出し、

待ち時間も発生しております。時間で見てみま

すと、住民票を発行するまでに早くとも５分程

度、繁忙期にはそれ以上の時間を要してしまい

ます。 

  自動交付機があれば所要時間の面でもメリット

が出てきます。首都圏であれば駅や公共施設な

どに設置しております。自動交付機は職員の負

担の軽減にもつながりますし、窓口の効率化と

集約につながることが期待されておりますが、

いかがでしょうか。 

  ４つ目は、証明書等のコンビニ交付の導入です。 

  各種証明書の発行に関して現在米沢市では市役

所の窓口での発行、郵送受け付け、各連絡所で

の発行を行っております。しかし、すぐに受け

取りできるのは市役所のみとなっております。

他の自治体では分庁舎や支所を設置しておりま

すが、米沢市の場合はそういった施設はありま

せん。 

  車で30分以上かかる遠方からもはるばる来なけ

ればならず、また、夜勤や三交代など時代の変

化で出てきた労働環境がネックとなっており、

現状の交付申請制度は労働者にとって大変不便

と思われております。 

  2010年２月より対応地域のコンビニで住民基本

台帳カード、住基カードをかざすと住民票の写

し、印鑑登録証明書を発行できる制度が始まり

ました。生活に身近な存在になりましたコンビ

ニの自動端末で住基カードをかざし、自分で設

定したパスワードを入力することで即時交付が

可能としております。 

  さらに、土日問わず、単身赴任や大学進学で県

外に行った際も発行できるのがコンビニ交付の

メリットです。店員の介在なしで証明書を発行

できる仕組みとなっておりますし、人為的な作

業で個人情報が漏れるという可能性を減らす配

慮もされています。 

  この行政サービスは、2008年春に大手コンビニ

が総務省や地方自治体などを検討を重ね実現し

た経緯もある新たなサービスです。そして、来

年１月には県内で初となる酒田市で運用がスタ

ートされます。実際にコンビニ交付が普及すれ

ばするほどコスト削減につながっていると試算

も出されているほどです。 

  マイナンバー制度が始まるのを機に新たなサー

ビスを取り入れ、いつでも誰でも発行申請がで

きる申請書等のコンビニ交付サービスを導入し

てみてはいかがでしょうか。 

  ２、住民基本台帳カード、住基カードの普及率

についてです。 

  不本意ですが、私が住基カードの存在を知った

のはつい先日の話です。これまで住基カードが

なくても全く不便を感じておりませんでしたし、

そもそも持つメリットを感じられるものではあ

りませんでした。 

  そこで、お尋ねします。現在、米沢市内で住基

カードの発行枚数、人はどの程度いらっしゃる

のでしょうか。また、米沢市内で住基カードが

利用できるところはどういったところでしょう

か。米沢市での取り組みを教えてください。 

  ３、来年１月にスタートするマイナンバー制度

についてです。 

  御承知のとおりマイナンバー、個人番号制度は、

国民一人一人に12桁の個人番号をつける制度で、

ＩＣチップを活用し年金、社会保障などの統一

番号として使われたり、オンラインバンキング

や図書カードにも応用が可能なものになります。 

  来年１月の移行に向け、米沢市でも申請書に必

要事項を記入し郵送することで無料で交付され

ます。公的な身分証明書であり、国は2018年度

までに8,700万枚の普及を目指しています。 
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  ことし10月に市町村から番号が通知されますが、

そこでお尋ねします。米沢市でのマイナンバー

の発行目標枚数、取り組み、普及する方法はど

ういったことをお考えでしょうか。 

  以上となりますが、窓口の民間委託と総合窓口、

コンビニ交付の導入は市長が言われた財政健全

化計画と市民生活の向上を図れる最善の策であ

ります。ぜひ導入に向け検討をお願いして、壇

上での質問を終わらせていただきます。 

○海老名 悟議長 安部市長。 

  〔安部三十郎市長登壇〕 

○安部三十郎市長 ただいまの成澤和音議員の御質

問にお答えをいたします。 

  私からは、マイナンバー制度についてお答えを

いたします。なお、このマイナンバー制度の具

体的な手続については部長よりお答えします。

その他につきましても部長がお答えをいたしま

す。 

  社会保障税番号制度、いわゆるマイナンバー制

度は、住民票を有する全ての方に１人１つの番

号を付して、社会保障、税、災害対策の分野で

効率的に情報を管理し、複数の機関に存在する

個人の情報が同一人の情報であることを確認す

るために活用することを目的として国が進めて

いる社会基盤の一つであり、期待される効果と

して大きく３つが挙げられております。 

  １つ目は、所得や他の行政サービスの受給状況

を正確に把握できるため、負担を不当に逃れる

ことや給付を不正に受けることを防止するとと

もに、本当に困っている方にきめ細やかな支援

を行う公平、公正な社会の実現です。 

  ２つ目は、添付書類が不要になるなど、行政手

続が簡素化され、国民の負担が軽減される利便

性の向上になります。 

  ３つ目は、行政機関や地方公共団体などでさま

ざまな情報の照合、転記、入力などに要してい

る時間や労力が削減され、複数の業務での連携

が進み、作業の重複などの無駄がなくなる行政

の効率化になります。 

  また、マイナンバー制度については、国が政策

の一環として進めるものであることから、本市

においても国が示したスケジュールに沿った準

備を行っております。 

  今後の予定としては、ことし10月から国が設置

している地方公共団体情報システム機構、Ｊ－

ＬＩＳによる個人番号の付番が始まり、順次マ

イナンバーをお知らせするための通知カードが

住民票を有する方に送付される予定です。 

  その後、来年１月からは発行から10年間を有効

期間とする個人番号カードが申請に基づき交付

されることになります。あわせて１月から団体

内での連携テストを行い、税の手続や年金、医

療保険などの社会保障手続で順次利用が開始さ

れ、その後、地方公共団体情報システム機構と

の連携テストを行うことにより、最終的には各

地方自治体等を含めた行政機関における本格的

な情報連携の運用が平成29年７月に開始される

予定です。 

  現在、本市においても準備作業を進めています

が、このマイナンバー制度についてはシステム

の構築が非常に大きな部分を占めており、コス

ト面ではシステムの改修に係る費用が大部分に

なっています。 

  昨年度より住民基本台帳システムの改修を初め、

各システムの改修を進めており、全体では約１

億5,000万円程度を要する見込みになっています。 

  また、このマイナンバー制度には多くの個人情

報が含まれることから、システムについては国

全体で構築を行い、外部ラインには接続しない

内部ネットワークとなり、十分なセキュリティ

ーが確保されると考えております。 

  しかしながら、運用に当たっても、国で示す

「特定個人情報の適正な取扱いに関するガイド

ライン」に基づき、適切に対応していきたいと

考えております。 

  最後に、マイナンバー制度についての市民の
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方々への周知についてですが、現在国において

もテレビコマーシャルなどの各メディアにより

ＰＲを行っていますが、本市では10月の通知カ

ードの発送時期に合わせ、９月に広報でお知ら

せする予定です。また、ホームページにおいて

もあわせて掲載をしていきたいと考えておりま

す。 

  私からは以上です。 

○海老名 悟議長 菅野市民環境部長。 

  〔菅野紀生市民環境部長登壇〕 

○菅野紀生市民環境部長 私から、市長答弁以外の

部分を答弁いたします。 

  初めに、項目１、市役所窓口業務の改善と証明

書等のコンビニ交付サービス導入についての

（１）市役所窓口を民間委託できないかについ

てお答えいたします。 

  本市では、ただいま議員からお話があったよう

に、平成18年３月に米沢市行財政改革大綱を策

定し、行財政改革を推進してきたところです。

この米沢市行財政改革大綱を受けまして平成19

年７月に民間委託に関する指針が策定されてお

り、基本的な考え方を初め、民間委託を検討す

る事務事業の選定や民間委託の判断についての

指針が示されております。 

  市民課窓口業務の見直しについては、平成18年

３月に策定されました第１期集中改革プランの

具体的実施事業の一つに位置づけされ、この指

針をもとに望ましい市民課窓口のあり方につい

て民間委託も含め検討が重ねられました。 

  検討の結果として、現在の法的な規制の中では

委託がなじまない部分もあることから、窓口業

務の民間委託は見送り、これまでどおり直営と

し、平成20年４月からは証明書発行受け付け及

び交付等の特定の業務を行う職員を嘱託職員に

変更することで人件費削減を図るとして現在に

至っております。 

  この民間委託を取り入れなかった理由として挙

げられている法的な規制とは、平成20年３月の

総務省通知、ちょっと長いんですけれども、

「住民基本台帳関係の事務等に係る市町村の窓

口業務に関して民間事業者に委託することがで

きる業務の範囲について」に示されている事項

です。 

  この通知では、住民基本台帳関係の事務に係る

窓口業務を処理するに当たり、請求や申し出に

対する交付、不交付の決定や請求、届け出内容

等に対する審査そのものについては市町村職員

がみずから行う必要があること、また、これら

以外の業務についても市町村の適切な管理下に

ある状況にあれば民間事業者に委託して取り扱

わせることができることとしております。 

  つまり、受け付け、作成や交付は委託できます

が、最終的な審査は市町村職員が行わなくてな

らないとされています。 

  一方、市町村が民間事業者に業務委託する場合、

請負契約を締結することになりますけれども、

１点目として、請け負う民間事業者の立場で従

業員を指導監督し、自己の責任で業務を遂行し

なければならないことから、市町村職員が委託

先の従業員に対し直接指揮命令を行うことはで

きないので十分留意すること。２点目、市町村

の側から民間事業者に対して必要な指示を行う

場合においては、民間事業者の管理責任者に対

する指示にとどまることに留意することと明記

されております。 

  さきに民間委託を実施した自治体におきまして、

東京の１つの区ですが、こちらのほうで自治体

職員が委託先の従業員に対し直接指示を行った

ことについて、偽装請負に当たるとして労働局

から是正指導されるという問題が昨年発生いた

しました。そして、委託業務の範囲を疑義の発

生が少ない業務だけに縮小するなどの措置を行

った事例があります。 

  このことを受けまして、民間委託を検討してい

た他の自治体で委託業務の見直しを行った結果、

削減できる職員数が減少しまして、職員数削減
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によるメリットが当初計画より大幅に減じるこ

とになったという事例があります。 

  また、今年度からスタートします社会保障税番

号制度、いわゆるマイナンバー制度によって、

証明発行業務については大きな変化が見込まれ

ております。 

  マイナンバー制度導入により期待される効果の

１つに、年金や福祉関係等の申請時に用意しな

ければならない書類が減ることが挙げられてお

ります。現在、年金や福祉関係等の申請時には

住民票や税証明などの提出が求められておりま

すけれども、マイナンバーを活用して行政機関

同士の情報連携、あるいは行政機関内での庁内

連携によりまして、これらの証明書の提出を不

要とするものです。 

  このため、証明書の発行件数が減少することは

確実ですが、具体的にいつから、どの手続で、

何の証明書が不要になるかという詳しいことは

まだ明確に示されていないところです。 

  本市でも簡素で効率的な行政運営のため常に業

務や組織の改善について検討を行っている中で、

このマイナンバー制度により社会状況が変化す

る、まさに途上でありますので、市民課窓口業

務については証明書発行受け付け及び交付等の

特定の業務を嘱託職員を中心として行う現在の

体制を維持しながら、今後の状況を見きわめた

上で、市役所全体の行政組織や行政サービスの

あり方も含めて判断することが行財政改革の基

本的考えにもかなうものと考えております。 

  続きまして、（２）の総合窓口による手続の簡

素化についてお答えいたします。 

  現在、市民課の窓口においては、本来の市民課

の業務、つまり住所の変更や戸籍の届け出等を

中心とした業務に加え、税証明の受け付け・交

付事務、国民健康保険の加入・喪失の手続、原

付バイク等のナンバープレートの交付、埋火葬

許可申請の受け付けなども行っており、ある程

度ワンストップサービスとしての機能は果たし

ているものと考えております。 

  ただ、お話にあったような庁舎２階にあるこど

も課の窓口、そういったものを１階におろして

手続できるようにとの御質問ございましたが、

確かに小さいお子さん連れの方や高齢者の方に

とっては窓口が全て１階にあったほうが便利で

はございますが、これを実現するにはさまざま

な問題があると認識しております。 

  問題の主なものとしましては、まずシステムの

移動または導入に係る経費について相当の費用

がかかること。次に、１階フロアについては今

以上に執務スペースを広げるとなると、記載台

の数や待合のスペースを減らさなければならず、

繁忙期には市民の混乱を招くおそれがあること

などが挙げられます。 

  また、スペースの問題が解決できたとして、次

に２階の窓口のどの機能を１階におろすかにつ

いて検討が必要となりますが、検討の内容とし

ては市民の利便性の向上を基本としつつも、市

民の手続の簡素化が図られ、かつ職員にとって

も現在より業務効率が上がることが前提条件と

なることから、十分な精査が必要となります。 

  以上のことから、御質問の内容につきましては、

現在のところすぐに実現するには難しい状況で

ありますので、御理解いただきたいと思います。 

  続きまして、（３）市役所内に各種証明書の自

動交付機を設置してはどうかと（４）各種証明

書のコンビニ交付を導入できないかという質問

については、関連がありますのでまとめてお答

えをさせていただきます。 

  自動交付機とは、現在は住民基本台帳カード、

マイナンバー制度導入後は個人番号カードも利

用し、銀行のＡＴＭのように自分で機械を操作

し各種証明書の発行を行うものです。 

  このシステムは各自治体単独のもので、自動交

付機で発行できる証明書の種類は、住民基本台

帳の写しを基本としまして、自治体によってオ

プションとして印鑑登録証明書、税証明書、戸
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籍附票などを盛り込むことができます。 

  導入している自治体では市民課窓口のほかに出

張所や公共施設に設置しているケースもありま

すが、設置に当たっては職員の管理下において

機械トラブルなどに対応できる体制が必要とさ

れております。 

  導入に当たっては自動交付機本体に関する費用

のほか、設置ブースの整備、監視カメラの設置、

システム構築費、オプションのためのシステム

構築費で相当の初期投資が必要となります。 

  一方、コンビニ交付サービスとは、自動交付機

と同様に住民基本台帳カードや個人番号カード

を利用してコンビニエンスストア等に設置され

た端末を自分で操作して各種証明書の発行を受

けるサービスです。取り扱いできる証明書も自

動交付機と同様となっています。 

  システムは地方公共団体情報システム機構、通

称Ｊ－ＬＩＳのシステムを使用するもので、コ

ンビニ交付を導入している市区町村はことし４

月現在で全国で100団体、率にして5.7％ほどの

実施率になっております。 

  導入に当たってのコストですが、初期費用とし

てシステム構築費用が平均で約2,100万円かかり

ます。加えて毎年委託料が必要となり、人口規

模で決められておりますので、本市の場合は人

口15万人未満の都市ということで、年額300万円

となっております。このほか実際の交付した分

については交付手数料として１件につき123円が

発生します。 

  自動交付機とコンビニ交付サービスの比較です

が、取り扱いできる証明書の種類は同じですが、

コンビニ交付サービスの場合は利用時間が午前

６時半から午後11時までと長いこと、端末の設

置箇所が多いことから利便性が高いと言えます。

また、設置自治体の側も職員の配置が不要とな

ります。 

  自動交付機を導入していた自治体では、更新す

る際、システム更新に係る費用を抑制する目的

もあり、コンビニ交付サービスへの移行を決め

るケースが多いようです。 

  しかしながら、自動交付機もコンビニ交付サー

ビスも窓口で発行している全ての証明書を発行

できるものではなく、例えば相続手続で必要と

なる出生から死亡までの戸籍や資産証明等の一

部の税証明については、これまでどおり窓口で

の申請を行っていただく必要があります。 

  また、住民票や戸籍を必要とする方の中には住

所移動や戸籍の届け出と同時に申請手続をする

方も多くいらっしゃいます。さらには、婚姻や

離婚の戸籍に関する手続等についてはプライバ

シー保護の観点から落ち着いて相談できる空間

や人員配置が必要となります。 

  したがいまして、自動交付機等の導入により空

間や職員に余裕が出るかについては、効果は限

定的なものにとどまるものと考えます。 

  また、繁忙期の混雑解消についても、年度末、

年度初めの繁忙期については、証明書発行より

も異動手続による混雑になりますので、コンビ

ニ交付サービスの導入による混雑解消の効果は

大きくは期待できないものと考えております。 

  コンビニ交付サービス導入により市民の利便性

は高まるものの、さきにも申し上げましたとお

りマイナンバー制度導入で各種証明書の発行件

数が減少されることが予測されており、特にコ

ンビニ交付サービスで発行できる証明書につい

てはマイナンバー制度により提出が不要になっ

てくる証明書も相当あるものと予想されます。 

  繰り返しになりますが、そういった状況におい

て多額の投資をすることの是非について費用対

効果の検討が必要となります。費用対効果の検

討については、市民課窓口民間委託と同様、新

制度等の定着状況を見きわめる期間が必要と考

えておりますので、御理解いただきたいと思い

ます。 

  続いて、項目２の住民基本台帳カード、いわゆ

る住基カードの普及率についてお答えいたしま
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す。 

  住基カードはみんなが持てる証明書、写真つき

住基カードは公的な証明書として使える便利な

カード、かつ、住んでいる市区町村で簡単に交

付が受けられるセキュリティーにすぐれたＩＣ

カードで、電子政府、電子自治体の基盤とする、

そのような目的で平成15年８月から希望する方

に発行が始まりました。 

  本市においては平成26年度末の総発行枚数が

3,211枚となっております。発行後に廃止あるい

は他自治体で発行されたカードで継続利用が可

能となったカードを考慮しますと、平成26年度

末の本市の有効枚数は2,426枚となり、普及率は

2.88％と低く推移しております。 

  これは公的な身分証明書としての利用のほかに

は通称ｅ－Ｔａｘを利用する際の公的個人認証

以外での利用がなかったためであろうと推測さ

れます。 

  続いて、項目３の個人番号カードの交付を受け

る際の具体的な手続についてお話ししたいと思

います。 

  現時点で総務省自治行政局から示されておりま

す個人番号カードの様式、申請方法、交付方法

等は全て案となっておりまして、まだ確定して

ございません。今後変更あるいは修正されるこ

とがありますので、一応お含みおきいただきた

いと思います。 

  まずは大まかな流れですが、10月５日の法施行

日以降に、先ほどもありました地方公共団体情

報システム機構、通称Ｊ－ＬＩＳから個人番号

が記載された通知カードが発送されます。その

上で個人番号カードの交付を希望する方は、同

封されておりますカード交付申請書等を使用し

ていただき、Ｊ－ＬＩＳに交付申請を行いまし

て、翌28年１月以降にＩＣチップが内蔵された

個人番号カードが市役所に納付されます。そし

て、必要な初期設定後に交付の手続を経てお渡

しするという想定でございます。 

  最初に送付されます通知カードでございますが、

その送付対象は住民票を有する全ての方となり

ますので、日本人のみならず外国人も含まれる

ため、全国で約１億3,000万人に送付されること

になりますので、その送付形式は世帯ごとにま

とめた上で転送不要の簡易書留郵便による予定

です。 

  なお、この通知カードの発送業務は全てＪ－Ｌ

ＩＳが行いますが、対象が多数であることから

具体的な発送予定が示されておらず、でき次第

順次発送するとのことであります。よって、実

際に皆様がお受け取りになれるのがいつごろに

なるかは現時点では明確になっておりません。 

  次に、個人番号カードの申請及び交付方法です

が、大きく分けて２つの方法に分類されるよう

です。１つは交付時に本人確認を行い、本人が

暗証番号を入力した上で交付する交付時来庁方

式、もう一つは申請時に本人確認を行い、暗証

番号の設定を依頼する書類を提出の上、後日職

員が入力した後、本人限定受け取り郵便で交付

する申請時来庁方式でございます。 

  どちらの方式も最低１回の来庁をお願いしなけ

ればなりません。これは個人番号カードが顔写

真つきの公的身分証明書であり、成り済ましに

よる交付等を防止するための厳格な本人確認が

必要とされるためであります。 

  個人番号カードを実際に受け取れる時期につい

てですが、Ｊ－ＬＩＳによると申し込みから交

付までの期間はその件数により変動すると考え

られ、現段階で見込むのは困難であるが、でき

るだけ早急に届くよう取り組むとのことであり、

現時点ではこちらのほうも明確にされてはおり

ません。 

  このように不明な点がまだ多い制度ではありま

すが、関係機関とも連携しながら情報収集に努

め、あわせて市民向けにより丁寧な情報発信等

を行ってまいりたいと考えております。 

  私からは以上です。 
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○海老名 悟議長 成澤和音議員。 

○８番（成澤和音議員） 御答弁ありがとうござい

ました。かなり御説明していただきまして、自

分の頭の中でも大変混乱しておりますが、まず

１つずつちょっとお尋ねしていきたいと思って

おります。 

  平成19年の民間委託に関する指針で、民間委託

を検討する事務事業の選定を行ったという項目

の中に、１つ、定期的な業務、委託により業務

運営の効率化や経費削減が期待できるデータ入

力、集計、管理業務、２つ目が専門的な業務と

して専門的な知識・技術を要する民間能力を活

用したほうが効率的な業務、３、一定期間に集

中する業務、その次に同種の業務を行っている

民間の事業主体が多いものというふうに書いて

おります。 

  先ほどいろいろ問題があったということでした

が、コスト削減効果が少なくても導入すること

によってコスト削減はできるんじゃないですか。

この指針の中を見てみましても民間企業に多く

類似している点があると思いますけれども、ち

ょっともう一度お願いいたします。 

○海老名 悟議長 菅野市民環境部長。 

○菅野紀生市民環境部長 まずもって、この際に職

員数を嘱託職員にかえることで正職員の数を、

具体的に申し上げれば３名を減らして嘱託職員

４名としております。 

  このようにした経緯につきましては、人員配置

の関係ではございますけれども、繁忙期、最も

忙しい時期を設定しての人員配置はしてござい

ません。そういった中で、時期的に忙しい時期

がございます。そういった場合につきましては

ほかの担当の職員も窓口に出たり、ロビーでお

客様に対応したりしていきます。 

  そういったことが民間委託をした場合、どこま

で職員がそこに参画していいかという線引きを

しなければならなくなってきます。そういった

意味で、繁忙期にも柔軟に対応できる体制がで

きるということでの直営方式を選択したもので

ございます。 

○海老名 悟議長 成澤和音議員。 

○８番（成澤和音議員） 現在、市民課に関しては

正職員21名、嘱託職員６名、臨時職員４名が配

置されておりますよね。ただ、臨時職員の場合

は最長３年未満、嘱託職員も５年未満という雇

用形態が定められておりまして、通常のところ

臨時職員は１年程度、嘱託職員は３年というふ

うになっていると聞いております。 

  担当の課長さんにお伺いしたところ、電算の操

作や窓口対応は半年程度研修を積まなければな

らないので、臨時職員は窓口業務を行えないと

いうことになっておりました。ちょっとここで

疑問に思ったのは、臨時職員って一体どんなお

仕事をされているのかなと感じた次第です。 

  いろいろ問題がありましたけれども、請負契約

への対応として三重県津市役所の事例を申し上

げますと、平成24年12月に市民税務課、資産税

課、収税課の窓口を民間に委託して、税務総合

窓口を開設しました。こちらの委託料は1,300万

円、職員を削減してコスト削減は1,000万円の効

果があったということです。 

  ここで違うのはサブマネジャーを１人設置して

おります。三重県津市の場合は。窓口業務に関

しては９名体制で、繁忙期などの状況に応じて

人員を整理している。やはり嘱託職員を配置し

ているより民間のほうが融通が時間とか人員の

関係で調整がつく上に、コスト削減につながる

というのが、ここがやはり感じるところなんで

す。 

  証明書の発行などの最終チェックと承認は市の

職員が行っており、相談などの状況に応じて対

応するということです。 

  請負契約、先ほど言いましたけれども、市職員

が委託先の担当者に直接の指示はできませんが、

津市役所の場合は特に問題は起こっていないと

いうことでした。 



- 215 - 

  この津市役所の場合、市民課の窓口業務もこの

翌25年１月に委託しておりまして、年間の委託

料は4,500万円、コスト削減額は4,700万円。半

分に抑えられているということになりますよね。 

  続きまして、ちょっと関連してになりますけれ

ども、総合窓口の件でもお話しさせていただき

ます。相田克平議員から御紹介いただきまして、

ちょっとネットのほうで検索させていただきま

した。 

  福岡県大野城市の場合、新たな窓口としてまど

かフロアを平成20年にオープンしました。市長

が実力・サービスナンバーワンの自治体の実現

を掲げて、障がいの有無や年齢に関係なく全て

の人に快適で優しい窓口をつくるために、１階

の窓口を段階的に改修して進めたそうです。 

  ここで気になったのは、異動受付コーナーの設

置でございます。出生、婚姻などの戸籍手続や

転入、転出、転居などの手続を１カ所でできる。

また、フロアマネジャー、こちらも配置してお

ります。二、三人のフロアマネジャーがおりま

して、そのほか市役所に来れない人には週末窓

口サービスを問い合わせや資料請求など、電話

やインターネットで済ませることができる。毎

日やっているんです、これ。年間休みなしのコ

ールセンターを開設しております。 

  こういった状況がほかの自治体でも行われてい

るのに、米沢市では大変ちょっとおくれをとっ

ているというか、若い人たちとか働いている人

にとって大変不便な行政窓口になっているなと

いうふうには感じておりますし、コスト削減効

果も出ているんですよね。安部市長、いかがで

しょうか。 

○海老名 悟議長 市長からはないでしょうか。で

は、まず菅野市民環境部長。 

○菅野紀生市民環境部長 前段の御質問の中で臨時

職員配置というお話でしたけれども、育児休暇

を取得している職員がおりますので、そういっ

た方たちの産代ということでお入りいただいて

いる方がほとんどだと思っております。あとは、

年度末、年度初め、繁忙期がございますので、

その間特に忙しい場合はお願いしているケース

がございます。そういった方たちは作成等の業

務を担っていただいております。 

  あとは、他市の事例、津市とか大野城市のお話

を頂戴しましたけれども、私その内容をちょっ

と詳細に把握してございませんので、どのよう

な状況なのかはちょっと勉強させていただきた

いと思います。 

○海老名 悟議長 安部市長。 

○安部三十郎市長 お述べになっている趣旨につい

てはよくわかるわけですが、ただ、他市の状況、

そしてその数値という、インターネットとか、

さまざまなもので見る状況、数値のその間に何

があるかというと、実際に行って見てみないと

わからないさまざまな課題というものがあるよ

うに思っています。その辺のところを踏まえな

いと一概には言えないというふうに思っていま

す。 

○海老名 悟議長 成澤和音議員。 

○８番（成澤和音議員） ありがとうございます。 

  １つ、嘱託職員、臨時職員の件で自分で感じて

いるところは、やはり若い方が大変多いんです。

例えばマックスで５年勤めた場合、30歳で市役

所に入りますと35歳。延長が望めない、35歳を

超えますとやはり民間企業でも採用されなくな

ってしまう。やはり若い人を切り捨てしている

ような状態に感じるんです。民間委託の場合は

やはり正社員として雇用形態を守る、そういっ

た条件をつけて民間に委託する。１年、２年で

私の同級生も多くこの市役所で１年雇用でやり

ました。今もうみんな県外に行ってしまいまし

た。この米沢市の市役所でそんな状態ですと、

もう民間企業に余り示しがつかない状況ですか

ら、しっかり任せるところは任せるということ

をぜひお願いしていただきたいと思います。 

  それと、自動交付機について、ちょっと先日福
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島県会津若松市に行ってまいりました。あそこ

はコンビニ交付を導入している自治体ですけれ

ども、市役所内でも自動交付機をまだ設置して

いるんです。一般的な大型の自動交付機ではな

く、窓口の本当に脇に置いてあるタブレット形

式の自動交付機になっておりました。 

  担当の職員に聞いたところ、料金徴収のそうい

った機能はないけれども、タブレットでタッチ

操作で、タッチ操作をした後に住基カードをか

ざすと市民課の窓口から自動的に出てくる。そ

のまま窓口のほうに行ってお金を収納業務を行

うということでした。会津若松の場合は３支所

ございますので３支所行ってきたんですけれど

も、全て導入しておりました。 

  このタブレット端末を使ったものですと、交付

されるまで約１分程度という短時間で、これは

職員負担のかなりの軽減につながるんじゃない

でしょうか。もうこういったやはり最小限の投

資で最大限の効果をできるものを本当にぜひ取

り入れていただきたいです。 

  引き続きまして、コンビニ交付の件もちょっと

お話しさせていただきます。私、米沢市内の地

図を見てまいりました。米沢市内に北は窪田か

ら南は杉の目、東は万世、西は館山、そういっ

たところにコンビニが設置されておりまして、

市内で31カ所、新たに今建設中のところもある

みたいなので、恐らく32カ所ぐらいだと思いま

す。この32という数字は到底やはり行政でカバ

ーし切れないぐらい本当に利便性、コンビニな

んです。コンビニだと思います。 

  もし仮にコンビニ交付が導入された場合、窪田

町下矢野目から市役所まで８キロ、車で20分、

道の駅田沢から14キロ、27分、天元台湯本から

20キロ、45分、米沢スキー場から13.5キロ、26

分、今のところかかりますけれども、導入され

た場合は片道、窪田の場合、６キロ、13分、田

沢４キロ、５分、天元台15キロ、32分、米沢ス

キー場4.5キロ、８分。天元台に関しては往復も

う１時間、本当にこっちに来るまでコンビニで

利用したほうが便利なんだなと思いました。 

  一番は今現状、車やバスで市役所に来ないとい

けないという人たちが脇にコンビニがあって、

ちょっとしたときに住民票、私もことし４回発

行しました。住民票を発行したいというときに

もう近くに行って発行できる、そういった利便

性がある上に、やはり夜間とか早朝なんです。 

  一般的に働くのが就業時間が８時半から５時、

ちょっと残業まで含めますと６時、７時まで働

く方おられます。土日休みで、平日、要するに

午前中仕事を休まないと市役所に来れない、そ

ういった人たちが圧倒的に多いと思うんです。 

  家の近くにはある。すぐに発行できる。そうい

ったコンビニ交付をぜひ導入してもらえないで

しょうか。安部市長も大変便利だと思わないで

すか。自宅に、七中の近くにもありますけれど

も、いかがですか。 

○海老名 悟議長 安部市長。 

○安部三十郎市長 コンビニは非常に便利だと思っ

ています。愛用もしています。そして、各地の

自治体でコンビニで発行するような方向でどん

どん準備を進めている自治体もあります。ただ、

都市の規模によって一様ではなくて、要するに

メリット、デメリットが一様でなくて、それぞ

れの自治体の事情というものがありますので、

その辺、部長にお答えしてもらいます。 

○海老名 悟議長 菅野市民環境部長。 

○菅野紀生市民環境部長 今、前段で会津若松市の

事例がございました。タブレット式の自動交付

機を活用されているということで、受け付けの

煩を省くということで、職員の業務の軽減につ

ながっているということは、それは私もホーム

ページで拝見しまして学ばせていただきました。 

  ただ、こちらにつきましては相当以前から地元

ベンダー、事業者の方が頑張っていただいて、

中央の事業者と組んでシステム構築に当たって

きたという経緯がございます。そういった中で
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システム構築の必要性がなかったと。要するに

自動交付機に対応できるデータの変更が必要な

かったということで、大変お金の話で申しわけ

ないんですけれども、経費的には大きくはかか

っていなかったというのが伺っているところで

ございます。 

  そして、コンビニ交付につきましては確かに市

内32カ所新たに交付できるところがあったら、

それは望ましいと思いますし、我々もしたくな

いとかやらないとかというふうに言っているわ

けではございません。 

  ただ、先ほども申し上げましたとおりマイナン

バー制度で不要となってくる証明書も数多くあ

るかと思います。そういったものを総合的に勘

案しないと、果たしてこれをここに投資すべき

かどうか、費用対効果の観点からの視点も必要

かというふうに考えておりますので、少しもう

しばらく制度が定着するまでお時間を頂戴した

いというふうに考えているところでございます。 

○海老名 悟議長 成澤和音議員。 

○８番（成澤和音議員） ありがとうございます。

ちょっと前向きな回答をいただきましたので、

大変うれしいです。 

  今、コスト面の話で出ました。米沢市の平成24

年度における住民票の写しの総コストは、人件

費、物件費などで2,811万円となっています。う

ち委託料などの物件費用は2,330万円なんです。

住民票だけなんですけれども、年間の発行枚数

は３万6,600枚。１枚当たり768円かかっている

んです。私ことし４回住民票を発行して大分米

沢市に納めたなと思ったら、むしろ米沢市に負

担してもらっていたんだなと気づきました。言

ったとおり差額の368円は一般財源から捻出され

ているんです。 

  会津若松市の場合、ちょっと住民票だけという

のはなかったんですけれども、住民票と印鑑証

明で、これまで自動交付機を市役所内で設置し

ていたときの総コストが4,830万円。これは人件

費がちょっと大きいんですけれども、物件費用

が2,577万円なんです。発行枚数は10万9,000枚。

１枚当たり441円なんです。何でこんなにコスト

が変わってくるのかなと本当に疑問に思いまし

た。 

  それで、新たにコンビニ交付がスタートされて、

総コストが出ました。4,211万円。物件費が

1,951万円なんです。米沢市の場合、2,330万円

です。会津若松市の場合はコンビニ交付もやっ

て、タブレット端末で自動交付機もやって、市

民の窓口もやって、支所も構えてこれなのかな。

１枚当たり384円なんです。 

  市民負担が幾らなのかなと見てみたら、200円。

米沢市と倍、半分変わっているんです。米沢の

今の委託料が本当に果たして適正な価格なのか、

ちょっとそこをお尋ねしたいです。 

○海老名 悟議長 菅野市民環境部長。 

○菅野紀生市民環境部長 今の委託料のお話ござい

ましたけれども、戸籍システムとか、そういっ

たシステム関係の委託料かと思いますので、こ

ちらにつきましてはコンビニ交付等とはちょっ

と直接関係ないかなと思われますけれども。 

○海老名 悟議長 成澤和音議員。 

○８番（成澤和音議員） 会津若松市のちょっと見

られたことはございますか。ここに書いている

んですよね。交付方法、窓口、人件費が2,250万

円、物件費820万円で、そうすると１枚当たりの

単価が出てくるんです。戸籍などは含まれてい

ないような気がしますし、下には住民票発行ま

でにというふうなことが書いております。ちょ

っとぜひ戻られてこれを勉強してください。こ

の委託料、本当に米沢市は高いなというふうに

思っていたので、これは置広など関係している

んですか、教えてください。 

○海老名 悟議長 我妻企画調整部長。 

○我妻秀彰企画調整部長 住基システム、住民記録

のシステムは住民票だけでなくて、さまざま税

とか福祉関係、全ての基本データになっており



- 218 - 

ます。そのシステムについては置広分担金とし

て置広を通して、実質委託料なんですが、お支

払いをしているというようなところでございま

す。 

○海老名 悟議長 成澤和音議員。 

○８番（成澤和音議員） 余り深くは追及しないん

ですけれども、人口割とかで払っていたんです

か。特に一定額をみんな自治体が払っているか

らこれぐらいになるのか。もうちょっと詳しく

今度お尋ねしたいと思います。 

  コンビニ交付のメリット、ちょっと１つ紹介さ

せていただきたいと思います。発行枚数10万

9,000枚で試算した場合、コンビニ交付率10％の

場合、会津若松市の場合、１部380円で、39％に

なると１部327円になります。１枚当たり大分変

わってくるんです。 

○海老名 悟議長 成澤議員、発言時間ですので。 

○８番（成澤和音議員） なので、ぜひ計算してみ

てください。以上です。 

○海老名 悟議長 以上で８番成澤和音議員の一般

質問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午後 ３時１０分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 ３時２０分 開  議 

 

○海老名 悟議長 休憩前に引き続き会議を開きま

す。 

  この際、お諮りいたします。 

  本日の会議が定刻の午後４時まで終了しない場

合、会議時間を日程終了まで延長することにし

たいと思いますが、御異議ありませんか。 

  〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○海老名 悟議長 御異議なしと認めます。 

  よって、本日の会議が定刻の午後４時まで終了

しない場合、会議時間を日程終了まで延長する

ことに決まりました。 

  次に進みます。 

  一つ、農業の６次産業化を軸とした産業育成に

ついて外１点、10番鈴木藤英議員。 

  〔１０番鈴木藤英議員登壇〕（拍手） 

○１０番（鈴木藤英議員） 皆さん、こんにちは。

一新会の鈴木藤英でございます。このたびの統

一地方選米沢市議会議員選挙におきまして、多

大なる皆様の御支援を受けまして初当選をさせ

ていただきました。まずもってこの場から御礼

を申し上げます。ありがとうございます。 

  本日は平日の、またお忙しい中、傍聴にわざわ

ざおいでいただきました皆様、重ねて御礼申し

上げます。どうかよろしくお願いいたします。 

  このたび一般質問最終日において、何の運命の

いたずらか、大トリを務めさせていただくこと

になり、大変緊張しております。選挙戦ではな

かなか票数では振るわなかったこともあります

けれども、なぜかここは大トリというところ、

大変貴重な席に立たせていただきました。これ

も神様の何かの御縁かと思っております。精い

っぱい務めさせていただきたいと思います。ど

うかよろしくお願いいたします。 

  本日はこの質問席に立たせていただく機会を得

たこと、先輩議員、同僚議員、また当局の皆様

におかれまして感謝申し上げます。ありがとう

ございます。 

  私の今回の選挙戦におきまして訴えてきたこと、

また、地域再生を望んで立候補させていただき

ましたが、この米沢の持っている価値を高め、

輝く私たちの米沢にしていきたい、そのような

思いで立候補させていただきました。 

  そのような山形県の玄関口、米沢市に私たちは

住まわせていただいているわけですけれども、

昨日と本日、天皇皇后両陛下がこの山形県を御

来訪されていらっしゃいます。東根でサクラン

ボ園を見学なさっていったりということでござ

いますけれども、残念ながらこの山形県にいら
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っしゃるときに宮城県から山形県に入られたと

いうことでありました。私は非常に残念ではあ

ったと思っております。やはり山形県の玄関口、

ゲートウエーはこの米沢であるべきではないで

しょうか。 

  ２年後、高速道路が開通し、きらきら輝く地域

社会が実現したその米沢にぜひまたお越しいた

だけるように、市民の皆様の負託をもって実現

すべく邁進していく所存でございます。皆様の

今後ともの御協力、御指導を壇上からお願いす

る次第であります。 

  早速ですが質問に移らせていただきます。 

  私からは農業の振興と６次産業化、また、農業、

食と観光とのかかわりについて、大きく２つの

部門で質問させていただきます。 

  本米沢市の産業育成は当然ながら疲弊している

現在の財政健全化に大きく寄与するものであり

ますが、この米沢市には農林水産業を核とした

１次産業、そこには水稲ですとか畜産、果樹、

花卉、そういった産業が含まれます。また、製

造業であります２次産業、こちらのほうでは有

機エレクトロニクス、代表的な米沢織を初めと

するものづくりの精神、魂が受け継がれており

ます。また、販売、サービス、さらには観光業

を軸とした３次産業がバランスよく構成されて

おります。 

  これは県内の他の市町村はもとより、他に類を

見ないことは我々米沢市民が一人一人認識して

自負しているところであります。 

  その中で各産業体が今後米沢の経済を牽引し、

再生していくためには、１次産業から３次産業

までが互いの得意分野を共有し合うことで高付

加価値の生産品、商品、サービスを打ち出して

いくことが欠かせないのではないでしょうか。 

  その産業の中でとりわけ１次産業である農林業

は原料の生産にかかわっていることから、全て

の産業の礎と言えるのではないでしょうか。 

  しかし、全国的にそうですが、この米沢市にお

いてもその１次産業の置かれている現状は余り

にも危機的な状況にあると言えます。核となり

ます水田経営では米余り、40％を超える減反面

積、さらに追い打ちをかけるような昨年の米価

の下落。再生産が不可能とも言える現状が続い

ております。農家経営を圧迫する農業機械や肥

料の高騰は経営を苦しくさせております。借入

金やいろいろな形での金銭的な苦労が絶えない

現状であります。 

  そのような中で、さまざまな農業に対する施策

が講じられておりますけれども、農地を担い手

へ集積する制度である中間管理機構制度、人・

農地プランが始まりました。しかしながら、昨

年度の達成率は全国規模においても目標の20％

にも満たないような状況であると報告されてお

ります。 

  本市におきましても営農が困難になっている農

業者が多数出ております。昨秋の米価の下落に

よって稲作をやめざるを得ないような方も出て

おります。すがるような思いでこの中間管理機

構に申し込んでみたところ、制度上の不備でこ

の中間管理機構を利用することができなかった。

そして、泣く泣くさまざまな人を当たって続け

ておられる方もいらっしゃいます。 

  ほかの農業の分野におきましても、畜産や施設

園芸、果樹においても同様に厳しい経営環境に

置かれていると言わざるを得ません。 

  そのような状況下ですから、農作物の付加価値

を高めて農業者が加工販売する６次産業化は。

20年ほど前に東京大学の教授でもありました今

村奈良臣博士が提唱したものであります。私も

博士が置賜地方に講演にいらっしゃったときは

拝聴させていただきました。 

  国や県、米沢市としましても、これまで農家の

販売や加工品の製造、新たなる分野への進出を

含めた起業等に関してさまざまな施策がとられ

てきたことと存じます。各種学習会や講演会、

補助金制度等々ありましたけれども、結果とし
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て成果が上がっているでしょうか。本来の必要

とされる目的、内容としての起業、永続的な生

産、製造、販売に結びついているでしょうか。 

  補助金等々を利用して資金力があれば、高価な

設備を投入したり用地を取得するなどして生産

力なり商品の製造能力は幾らでも拡大すること

は可能です。 

  しかしながら、生産者であった一農家が販売を

するに当たり直面する課題は、販売数がなかな

か伸び悩んでいることではないでしょうか。出

口である販売力がなければ多量の在庫を抱えて

しまい、大変苦しむことになりかねません。ま

た、製造能力を低く抑えれば、そちらから上が

ってくる利益は望めないということにもなりま

す。このリスクが農家に対する農業の真の６次

化を阻んでいるのではないでしょうか。 

  このような現状を踏まえ、本市の農業の６次化

を軸とした産業育成、それには２次産業であり

ますとか３次産業でありますとか、企業間の連

携も含まれますが、そちらの方策の今後の展開

と農業振興計画が米沢にはいまだ存在しません

でしたが、ただいま秋に向けて準備作業中であ

ると伺っております。そちらを含めた進捗状況

について御答弁いただきたいと存じます。 

  次に、観光と食と農業のかかわりについて伺い

ます。 

  本市が抱える財政難、人口減少と産業の停滞を

克服するのは観光業の振興による交流人口をふ

やし、地域経済に活力を与えることが何よりも

必要であると考えます。 

  このたびの東北中央道の開通は多くの観光客を

米沢へもたらしてくれることが期待されており

ますが、訪れた観光客の方にはより多くの米沢

の魅力に接していただき、地域経済に貢献して

いただきたいと期待しております。 

  米沢では昨年ふるさと納税制度に幾多の返礼品

の拡充の結果、多くの寄附金をいただくことに

成功いたしました。とりもなおさずこれは全国

的に米沢への注目度が高い米沢の商品に全国の

方々の注目が集まっているということのあらわ

れではないでしょうか。 

  そのような形で道の駅が観光振興に果たす役割

は大きいと期待しますが、それには当然として

米沢の観光資源、地元の素材を総動員してこれ

に当たらなければならないと考えております。 

  観光のお客様に限らず、あちこち新しく訪れた

地ではその土地のおいしい食べ物は必ず第一に

注目が集まるところです。米沢では言わずと知

れた米沢牛があり、全国のトップブランドでも

あります。おいしいお米、また日本酒、地酒も

数々の蔵元が並び腕を競っております。果樹ど

ころでもあり、季節の果物を使ったスイーツ、

また加工品でもあります地元の食材を利用した

お漬物やみそやしょうゆ等の醸造品も非常に人

気を得ておるところでございます。 

  このようなものを米沢に来たお客様に販売する

に当たり、数々のイベントが現在米沢市では行

われております。四季を通じてのお祭り、上杉

祭りに始まり各種の花火大会や、最近では秋の

鷹山公祭り。軽トラック市ではさまざまな農業

生産品が並べられ、地元の方はもとより、多く

のお立ち寄りになった観光客がお求めになって

おります。冬には雪灯篭まつりもございます。

このようなところで販売されるブースは大変人

気を得ております。 

  この農業資材、また食材を有効に観光客の集客

につなげていくことが観光振興の核にならなけ

ればならないと考えております。 

  さらには、観光で立ち寄ったお客様にはぜひ滞

在型の観光をしていただきたい、そのように思

っております。米沢が通過型ではなくて、米沢

に足をとめて、こちらに米沢の数々の温泉がご

ざいます。米沢八湯といいまして、小野川温泉

を初め各種の温泉がございます。お泊まりをい

ただいてじっくりと疲れを癒していただき、米

沢のよさを満喫していただきたいと望んでいる
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ところでございます。 

  このように小野川温泉を初め、地域振興には欠

かせない存在であるのが農業の多面的機能で培

われたこの米沢の自然環境であると私は考えて

おります。 

  このように観光資源として魅力ある多くの素材

が育っておりますけれども、東日本大震災を機

にして本市に訪れる観光客のお客様は以前に比

べて40％減少し、その状態が続いている、大変

厳しい状態だと伺っております。 

  このような中を打破するためには、本市におい

て観光と食と農のかかわり合いは切っても切れ

ない関係にあるわけですが、今後さらなる誘客

増を図るためにも農畜産品や農業体験などのイ

ベントを多く展開していく必要があると考えま

す。 

  先日、私は地元で行われました田んぼアートに

私の子供ともども参加してまいりました。本年

は米沢市の独自事業として開始され10年目を迎

える記念ある田んぼアートの田植え作業でござ

いましたが、本年は全国から過去最高の300人の

方々がこの米沢を訪れていらっしゃったという

ことでありました。 

  最初は地元の温泉街、農協青年部、いろいろな

方々の御協力で始まった田んぼアートではあっ

たでしょうけれども、10年継続して取り組むこ

とによりここまでの成果を得られたのではない

かと私は考えております。 

  この観光振興にいたしましても農業政策にしま

しても、一時的には結果はついてこないかもし

れません。長いスパンで取り組む姿勢が必要だ

と考えます。本市の今後の観光と食と農とのか

かわりについての考えをお聞きしたいと思いま

す。 

  以上２点を御質問とさせていただきたいと思い

ます。 

  以上で壇上からの私の質問を終わります。前向

きな御答弁のほうを期待しております。どうか

よろしくお願いいたします。 

○海老名 悟議長 安部市長。 

  〔安部三十郎市長登壇〕 

○安部三十郎市長 ただいまの鈴木藤英議員の御質

問にお答えをいたします。 

  私からは、農業の６次産業化を軸とした産業育

成についてお答えをいたします。その他につき

ましては部長よりお答えをします。 

  農業の６次産業化とは、１次産業としての農林

業と２次産業としての製造業、３次産業として

の小売業等の事業との総合的かつ一体的な推進

を図り、地域資源を活用した新たな付加価値を

生み出す取り組みであり、農業経営などが多角

化するだけでなく、商工業の事業者と連携する

動きが各地で広まる中で、国では平成20年にい

わゆる農商工等連携促進法、平成22年にはいわ

ゆる６次産業化法を制定し、意欲のある農林漁

業者が主体となって取り組めるよう、事業の発

展段階に応じた多様な支援メニューを準備して

います。 

  例を挙げますと、多様な事業者がネットワーク

を構築して取り組む新商品開発や販路開拓、農

林水産物の加工販売施設の整備等の取り組みを

支援する６次産業化ネットワーク活動交付金、

また、広域で６次産業に取り組む農林業者等に

対する支援体制の整備や優良事例の収集、提供

及び啓発セミナーの開催等の支援を行う６次産

業化サポート事業などがあります。 

  また、県では平成26年に山形６次産業化戦略推

進ビジョンを策定し、本県ならではの６次産業

化をオール山形の体制で推進し、農林水産業を

起点とした重層的な食産業群の形成を目指して

いくとしています。 

  このため、国の６次産業化ネットワーク活動交

付金を活用した食産業ネットワーク形成事業を

平成26年度から引き続き推進するとともに、食

産業王国やまがた推進事業、地域土産品開発等

推進事業、６次産業化販路開拓推進事業、やま
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がた６次産業ビジネススクール展開事業、元気

な６次産業化応援プロジェクト事業等による施

策を展開しています。 

  これら国、県の動向を踏まえながら、本市にお

いても米沢市未来を拓く農業支援事業において

農林漁業者の創意工夫による新規作物等の導入、

新商品開発、販売促進、販路拡大についても支

援を行っているほか、米沢おしょうしなショッ

プ事業におきましても米沢産農畜産物の販路と

消費の拡大に向けた事業を展開しています。 

  また、平成26年度より厚生労働省の委託事業と

して実施している実践型地域雇用創造事業にお

いて、地域の農畜産物を使用した新商品を市内

の商工業者と連携して開発する取り組みを平成

28年度まで実施する予定にしています。 

  このようなさまざまな支援施策に後押しされる

形で、本市においても農業者による農畜産物の

加工やレストランなどに取り組む事例が出てき

ていますが、２次、３次事業者と連携した取り

組みはまだ少ないのが現状となっています。 

  したがいまして、今後は国、県、市などのさま

ざまな施策をよりわかりやすく農業者や２次産

業者に周知し、提案なども行いながら、さまざ

まな６次産業化に関する事業の中から農林漁業

者が最適な支援を選択することができるよう、

支援体制の構築を図るとともに、今後整備され

る新道の駅の農畜産物直売施設や加工所などを

有効に活用しながら６次産業化の推進を図って

まいります。 

  新道の駅に整備を予定している農畜産物直販施

設については、農林漁業者がみずから価格設定

を行い、農畜産物や農畜産加工品を販売するこ

とでやりがいのある農畜産物の生産と所得の向

上につながる地域振興施設として活用していき

たいと考えています。 

  このため、農畜産物や農畜産加工品については

米沢市内のみならず、置賜全域から集荷販売で

きる体制を整備したいと考えていますが、運営

体制などについては現在検討を行っている段階

です。 

  また、この新道の駅にはこのほかにもレストラ

ンや県産品販売コーナー、カフェレストランな

どの施設の整備も計画されており、農林漁業者

のみならず商工業者の皆様も高い関心を示され

ておりますので、運営につきまして公平性が高

く、より多くの方が参画できるような体制を検

討したいと考えています。 

  次に、（仮称）米沢市農業振興計画の内容と方

向性についてお答えをいたします。 

  （仮称）米沢市農業振興計画の策定につきまし

ては、現在農林課内部で骨子についての作業を

進めています。今月２日に平成27年度第１回米

沢市農政審議会を開催し、（仮称）米沢市農業

振興計画の策定について諮問を行ったところで

す。 

  また、農業者を初め各方面の方々の意見を伺う

ため、それぞれの分野について（仮称）米沢市

農業振興計画作業部会を設置し、６月から８月

にかけて部会を開催することにしています。そ

こで出された意見を反映して計画の策定作業を

進め、米沢市農政審議会の答申とパブリックコ

メントを経て、ことし10月中の策定を目指して

います。 

  この（仮称）米沢市農業振興計画の方針として

は、国、県の施策及び農業情勢の変化に対応す

るため、これまでの作目ごとの振興計画を一本

化した米沢市独自の総合的な振興計画にしたい

と考えています。この中では６次産業化の推進

についても重要な施策の一つであると考えてお

りますので、具体的な振興策を盛り込んでいき

たいと考えています。 

  私からは以上です。 

○海老名 悟議長 山口産業部長。 

  〔山口昇一産業部長登壇〕 

○山口昇一産業部長 私からは、観光振興と食と農

のかかわりについてお答えをさせていただきま
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す。 

  議員御指摘のとおり、観光客を引きつける大き

なポイントに食の魅力は外せないものでありま

す。例えば米沢牛は全国的にも知名度が高く、

観光客が旅行先を選ぶ選択肢となり、米沢に観

光に行こうというきっかけの一つになっている

ものと思います。 

  そのようなことからも、米沢牛、米沢鯉、リン

ゴ、雪菜、小野川の豆もやしなどの米沢の特産

品や農産品を観光素材として活用することは大

変重要だというふうに認識をしております。 

  また、観光と農業との連携という観点では、田

植えや稲刈りの農業体験ができる田んぼアート

事業や中学生などが農家に泊まり農業体験を行

う教育旅行など、体験観光の一つとしてその連

携を図っているところであります。 

  そのような取り組みのほか、米沢おしょうしな

ショップ事業として首都圏で旬の野菜や果物な

ど、農産物の販売を中心としたアンテナショッ

プや伝統野菜などの食材を使った料理を提供す

るアンテナショップレストランの展開なども実

施をしており、食べ物もおいしい米沢をお客様

に発信しながら、今後は米沢に来て食べていた

だけるようなきっかけづくりを意識をしながら、

観光誘客の視点でも取り組んでいるところであ

ります。 

  また、市内飲食店が伝統野菜などを使って創作

料理を提供する米沢市ベジタブル・チャレンジ

ャーズ・フェアなども実施をしておりますので、

それら情報を広く発信することによって観光客

の皆様にも米沢の食の奥深さを味わっていただ

けるものと思います。 

  祭りなどイベント関連では、なせばなる秋まつ

りでも米沢の食材を生かした創作丼を提供する

米沢どん丼まつり、それから冬の雪灯篭まつり、

テント村物産展での雪菜や啓翁桜などの農産物

の販売や紹介などもさせていただいております。 

  そして、このたびの地域活性化・地域住民生活

等緊急支援交付金を活用して温泉米沢八湯会で

「泊まると届く！おすそわけプラン」という事

業を実施いたします。米沢の食をメーンにした

宿泊プランに米沢ならではの果物や農畜産物を

初めとした物産やお土産品が送られるという特

典のついたものでありますが、この事業の観光

と農業の連携の取り組みの一つの実践例だとい

うふうに考えております。 

  そのようなことからも、本市としましても農業

と連携をしながら観光誘客を進めていくことは

産業振興への波及効果が大変大きいものだと認

識をしておりますので、先ほどありましたよう

に農業体験イベントとしての田んぼアートの成

功事例を御紹介いただきましたが、そうしたこ

とも含めて今後さまざまに農業との関連を深め

て観光誘客事業を進めてまいりたいというふう

に考えております。 

  私からは以上であります。 

○海老名 悟議長 鈴木藤英議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） 御答弁ありがとうござ

いました。 

  米沢の農家の方々が大変待ちに待っていた農業

振興計画がやっと立ち上がるということで話に

なってありましたけれども、たびたびこちらの

ほうは以前からその必要性が会議の中でも問わ

れてきたかと思うんですけれども、大変この時

期になってということで、また秋に策定され、

また、その期間とするとどのぐらいの期間をお

考えになっているのかということと、なぜその

時期までかかってしまったかということについ

てお尋ねしたいんですけれども、よろしいでし

ょうか。 

○海老名 悟議長 山口産業部長。 

○山口昇一産業部長 この農業振興計画、これから

策定するものにつきましては、市のまちづくり

総合計画と連動した期間として10年間を想定を

させていただきたいというふうに思っておりま

す。 



- 224 - 

  これまでおくれた理由でありますが、ここ最近

の農政が相当程度変化をしてございました。そ

ういうものを見届けながら、また、国がことし

の３月に新たな方針といいますか、将来ビジョ

ンを示しましたので、それとの連携を図りなが

ら市としての方向性をまとめていきたいという

ふうに考えたところでございます。 

○海老名 悟議長 鈴木藤英議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） 期間として10年間とい

うような計画であるということで今お話ありま

したけれども、10年後までにこれぐらいのもの

を目標とするというような計画もあろうかと思

いますけれども、喫緊の課題で農家所得がこれ

だけ大変である中において、やはり数年以内に

達成するような目標、そういうようなこともぜ

ひ盛り込んでいただきたいとも考えております

し、また、どうしてもこの農業問題というもの

は国の施策によって随分といろいろ地方が影響

を受ける、国の施策が決まるまではなかなかこ

ちらとしても方向性を見出せない、その状況を

見てからというような対処が実にいろいろな面

で出てくるように思われるんですけれども、そ

のような中で、ぜひそのような国の施策がある

程度変わってもこの米沢の地に即したような形

でのぶれないような計画というものをぜひ策定

いただきたいと思っております。 

  続きまして、先ほどの農業の６次化の問題であ

りました県の施策として山形県産品の農産物を

使ったお土産のスイーツの開発を進めていく、

また、日本酒の原料であります酒米もなるべく

ならば山形県のお米を使って地酒をつくってい

こう、そういうような試みが進んでいるという

ことで私も伺っておりますけれども、同じお米

の流通形態を見ましても、この酒米に関しては

通常の流通形態とは一風変わっておりまして、

地元の蔵元と農家との直接的な契約というもの

が結ばれているのが慣例だというふうに伺って

おります。 

  そのような中での流通というものがあるので、

非常に調整しづらい、そのような形であるとい

うふうに伺っておりますけれども、この地元米

沢でもそういった形で地元の素材を生かした日

本酒づくり、またお土産製品、そういったもの

の開発、マッチングというものが十分行われて

いけば、今後地域の素材を使ったものとして農

家所得の向上にもつながります。また、オール

山形という趣旨にも合致して、大変観光客の方

の目を引くのではないかと考えられますけれど

も、そういったところで農家の方々と製造業者、

そういったところの間に上手にマッチングする

ような、そのような施策、そういったものを今

後御検討、また計画中といったものはあります

でしょうか、お伺いいたします。 

○海老名 悟議長 山口産業部長。 

○山口昇一産業部長 ６次化を進めていく中で、今

議員が御指摘のような課題があることは認識を

してございます。その間に入ってマッチングの

支援をすべきだという御指摘ももっともだとい

うふうに思います。 

  それから、県が進めている事業のほかに市単独

としての、先ほども答弁させていただきました

が、未来を拓く農業支援事業、この中での新商

品開発等の６次化に向けた取り組みの支援もさ

せていただきますので、こうした中でも今御指

摘をいただいたことも念頭に入れながら取り組

んでまいりたいというふうに考えております。 

○海老名 悟議長 鈴木藤英議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） 前向きな御答弁と解釈

いたします。大変ありがとうございます。 

  このように山形県に訪れたお客様に対して地元

の素材を使ったものを販売していくということ

は大変地域経済にとって有利なことと考えるわ

けですけれども、昨今私もいろいろな観光地な

り、いろいろなお土産品を販売するところに立

ち寄って、いろいろと商品を手にとって見るわ

けですけれども、一番その町、その地方で多く
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お客様が立ち寄るようなお土産屋さん、道の駅

ですとか、そういったところに行きますと、や

はりお客様の数が多いせいか、大量にやはり商

品も置いてございます。 

  そうしますと、どうしても裏のほうを見て製造

者を見てみますと、やはりそれが山形県内でつ

くられているものではない。パッケージングに

はそれぞれ山形のもののような形で書いてあり

ますけれども、非常にそういうものはもったい

ないことではないかなというふうに常々私自身

考えております。 

  地元の素材を使ったものというものであるから

こそ、観光のお客様にもありがたく購入してい

ただけるのではないかと考えるんですけれども、

この生産の部分が米沢であって、製造が米沢で

ない、または県内にそれに適した設備がないと

いうことになりますと、それを１回県外へ持ち

出して、そこで加工して、またさらに県内に戻

して販売するというふうな形も多々とられてい

るように見受けられます。 

  そのようなことで、極力小さい規模から６次産

業化というものを始められる農家の方、生産者

の方、多くいらっしゃると思いますが、そのよ

うな形でいきなり設備投資というものがなかな

か難しいことではあるかと思いますけれども、

そのような製造過程、そういったものを新しく

農家の方にお伝えするにはやはりいろいろな産

業の連携が必要であると考えます。 

  そのために、２次産業である加工業としていろ

いろさまざまな食品加工の能力を持った会社、

数多く存在しますが、そういった中で上手にそ

のような６次化を進めるにはそういうようなも

のをつくりたい、例えばお菓子をつくりたいん

であれば原料をあるところに持って行けば県内、

または置賜、米沢の中では最高なんですけれど

も、そういうことを加工していただけるよと、

そういうふうなところがスムーズに情報として

まとめられていれば非常に取り組まれる方も利

用しやすいのではないかというふうに考えます。 

  このような形で、それぞれの部署において把握

されております、米沢市役所であったり県であ

ったり、または国であったりするところのそう

いった加工業とか、そういったような情報の一

元化、そういったものが図られるべきではない

かなというふうに常々考えておりますけれども、

当局のほうとしてはどのように認識されておら

れるでしょうか。 

○海老名 悟議長 山口産業部長。 

○山口昇一産業部長 一般的にやはり６次産業化を

進める中ではそうした課題が浮き彫りになって

くるものというふうに思います。 

  要するに生産から加工、販売まで一手にできる

というのはレアケースでございますので、２次

産業、３次産業の方々にどのように理解をして

いただきながら地場の農業生産品を加工販売に

結びつけていくかというのは大きなポイントだ

ろうというふうに考えます。 

  今先ほど来から農業振興計画をまとめていると

いうふうなお話をさせていただきましたが、こ

ういった部分についても振興計画の中に位置づ

けながら、どういった支援ができるかについて

も内部でこれから本格的に検討していきたいと

いうふうに考えております。 

  １つ、６次産業化を進めていく中で公益財団法

人山形６次産業化サポートセンターがあるわけ

でありますが、ここからはアドバイスをするた

めの支援員を無料で派遣をするというふうな事

業もございます。私どもとしても６次産業化を

考えていらっしゃる農業生産者の方に対してこ

の窓口にスムーズに伝えられるような事前の調

整ですとか、そういった機能の強化も図ってい

きたいというふうに考えておりますし、それか

ら、新道の駅に関しましては、これまでの質問

の中でも答弁をさせていただきましたが、地場

物にこだわったものを出していくんだというこ

とをコンセプトに掲げていきたいというふうに
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考えております。 

  農畜産物の直売であれば地場物にこだわったも

の、季節的に困難なものというのはどういうふ

うに克服していくかというのはこれからの課題

になるわけでありますが、それをまずモットー

にしていきたいと思っていますし、食品加工に

つきましても地元の農産物を加工したものがこ

こで販売されるというふうなルートをぜひつく

っていきたいものだなというふうに考えており

ます。 

  道の駅の成功例、アドバイザーからいろいろお

話を伺っているわけでありますが、成功してい

る道の駅は地元の住民の出番を多くすることが

一つの秘訣だというふうに教えていただきまし

たので、まさに同感だなというふうに思ってい

ますが、農業生産者、それから加工業者、それ

から販売をする業者、全てにおいて地元の方々

によってこれが構成できることを一つの理想と

して取り組んでまいりたいというふうに考えて

おります。 

○海老名 悟議長 鈴木藤英議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） 御答弁ありがとうござ

いました。そのように地元産のものでなるべく

賄って高付加価値のある製品をつくることが今

後の米沢市の財政状況に寄与していくと考えら

れるんですが、この製造のところまではお聞き

しましたけれども、販売の窓口、出口のほうで

ございますけれども、当初こちら米沢の道の駅

ですが、こちらのほうが観光で立ち寄ったお客

様に対して大変な売り上げのほうに貢献するこ

とが期待されるわけではありますが、こちらの

示されていました道の駅米沢の管理運営計画に

よりますと、こちらのほうが第三セクター方式

によっての運営ということで通知がされており

ます。 

  この中で、第三セクターの中で収益の部門と公

益の部門というふうに分かれて、それぞれが役

割を担うような形に示されてございますけれど

も、こちらの第三セクター方式については出資

者であるところの米沢市なり県、また一般市民、

会社等々が考えられると思うんですけれども、

そちらのまた出資規模、また割合、そういった

ものについてはどの程度まで庁内で検討のほう

は進まれておるでしょうか。 

○海老名 悟議長 山口産業部長。 

○山口昇一産業部長 要するに会社運営の主体を担

う部分について、まだ明確に出資者をどうする

かというふうな、どれだけの規模にするかとい

う部分についてはこれから詰めさせていただく

ことになります。 

  ただ、基本的には第三セクター株式会社に全体

運営をお願いをしていくという格好になります。

採算部門におきましてもこの第三セクター株式

会社が全てを直営するのか、あるいは要するに

生産者が出店形式でこの中に入ってくるのか、

あるいは一部事業を再委託をするような格好に

するのか、そういった部分についてもまだ決ま

っておりませんので、今後この部分についても

早急に詰めていかなければいけないというふう

に考えております。 

○海老名 悟議長 鈴木藤英議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） まだ決まっていないと

いうようなことでありましたけれども、第三セ

クター方式であるのであれば今まで米沢市でも

さまざまな形で今まで設立されてきたような経

験がおありかと思います。 

  そのような中で、やはりこの道の駅米沢、こち

らのほうも非常にドライブ中の休憩施設という

ような公益の部分であるよりは、一つのやはり

販売店、お店であるというふうな考え方のほう

が中心かと思います。そういったものの運営を

どのような形にしていくかというところが、や

はりお店は人の中身で決まっていくと私は考え

るんですけれども、そこが大変重要になってく

るのではないかなと思います。 

  今後、この第三セクターにおける影響力のある
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出資者を一般に周知する、または募るというふ

うな方法、周知の仕方についてはどのような形

になるかお聞きしてよろしいでしょうか。御答

弁をお願いいたします。 

○海老名 悟議長 山口産業部長。 

○山口昇一産業部長 運営主体につきましては、ま

ず基本設計をしていく上で運営側の意向を基本

設計の中に組み入れながら設計を進めていくと

いうふうな格好にしておりますので、まずはそ

の中心となり得る重立ったメンバーによって設

立準備会と申しますか、そういう組織をつくり

ながら、アドバイザーにも入っていただいた中

で、私先ほど申し上げましたけれども、まだ決

まっていないわけでありますが、運営体制の概

要を詰めてまいりたいというふうに思います。 

  その後、年内ぐらいをめどに第三セクターの会

社としての設立を目指してまいりたいというふ

うに思います。その際の出資の方法、どうやっ

て出資を集めていくかというふうな部分につい

てもこれから詰めさせていただきたいというふ

うに思います。 

○海老名 悟議長 鈴木藤英議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） ありがとうございます。

くどいようで申しわけないんですけれども、こ

の準備会のほうですけれども、これに当たって

の人選といいますか、そういったもの、これに

選ばれた方がやはり重立ったようなところの計

画の中心をある程度担われていくのは当然にな

るのではないかとも考えられますけれども、こ

の準備会のほうの持ち方、どのような方から有

識者の方を集めるのか、また産業界の方にお声

がけをするのかというような、大体規模程度の

もの、そういったようなことは現時点でおあり

でしょうか。 

○海老名 悟議長 山口産業部長。 

○山口昇一産業部長 何も決まっていないというふ

うにとられるかもしれませんが、せんだってア

ドバイザーといろいろ懇談させていただいたと

きにはまだ個人としての参加ということではな

くて、私ども米沢市役所と、それから商工会議

所、それから観光物産協会、こういった団体で

お話し合いをさせていただきました。 

  今後これに加えまして、やはり山形県との一体

型の道の駅になってまいりますので、県にも参

画をしていただきたいというふうに思っており

ますし、さらには、まだこれは希望でしかない

わけでありますが、ＪＡさんでありますとか、

その他の経済団体さんのほうにも声がけをしな

がら、その設立準備会なるもののテーブルをつ

くっていきたいなというふうに考えております。 

○海老名 悟議長 鈴木藤英議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） ありがとうございまし

た。 

  この中に生産者であるＪＡのほうもいろいろと

メンバーの中に入っていただいて、地域農産品

のほうの販売に寄与していただくような形であ

れば未来が明るいのではないかなと考えますけ

れども、なぜ私ちょっとこのような形でしつこ

く聞いたかといいますと、往々にして、やはり

このような地域で一番大きな規模の集客力の大

変強い施設になることはまず間違いないのでは

ないかと思いますけれども、どうしてもそちら

のほうにばかりお客様が行って、米沢市内のほ

かの観光地にはなかなかお立ち寄りいただくこ

とが少なくなってしまったですとか、そういっ

たことが間々あるようにも私は見受けられます。 

  また、一般の方、農家の方々がやはり道の駅に

品物を置きたい、加工品を置きたい、そういっ

たことになったときに、いろいろなやはり制約

ですとか、そういったものも多少あるかとは思

います。 

  そういった中で、大変少ない量ではありますけ

れども、そういったような販売のチャンスを与

えていただけるような売り場の構成ですとか、

そのような敷居の低さといいますか、掛け率の

有利性といいますか、そういったものを十分確



- 228 - 

保しながら運営がなされることを私としては期

待しております。 

  では、続きまして観光と農業の振興の質問に対

する御答弁に関して自席のほうから続けて質問

させていただきます。 

  米沢市にも大変観光イベントのほう、季節ごと

で大変にぎやかな数々のものがありまして、多

くのお客様においでいただいておるわけですけ

れども、私もいろいろと商売を営んでおる関係

でいろいろなイベントに出店させていただいて

観光のお客様に商品をお買い上げいただいたり、

この米沢の魅力についていろいろ語ったりもし

た経験がありますけれども、ややもするとこの

イベントにやはり出店するとなりますと週末の

土曜、日曜にいろいろな商品を準備して持って

行って販売するというようなことにもなるわけ

です。 

  つまり、２日間、土曜、日曜、また長くて上杉

祭りですと連休期間中はある程度お客様の入り

がかなり極端にあると。しかしながら、そうい

ったようなイベントがないときには割と閑散と

するというところで、大変２日間ないし数日に

集中するような形のお客様の入りがあるという

のが特徴かと私は拝見しております。 

  そのような中で、やはり春から秋までとは言い

ませんけれども、例えば３週間程度、例えばお

祭り広場ですとか新しくできる道の駅でもいい

ですけれども、それぐらいのスパンにおいて十

分お客様が呼べるような期間を通したようなイ

ベントの長さ、そういったもののイベントの企

画というものが平滑的なお客様の米沢へ訪れる

機会をつくるとともに、出店する方々も安心し

てその期間十分にお店を出すことができる、地

元の商品を販売することができるということに

もつながっていくと思われます。 

  例えで言いますなら、やはりちょうど今山形県

内サクランボのシーズンでありますけれども、

サクランボのもぎ取りですとか摘み取り、サク

ランボ園などが開園すればおよそ３週間ぐらい

でしょうか、観光のお客様が重点的にそちらに

足を運んでいただけるということがあるかと思

います。 

  ですので、例えばでありますけれども、田んぼ

アートの推進事業がお客様がいらしていただき

ますが、その日１日しかやはりありませんので、

それ以外の日でもちょっとしたことでも体験し

てみたり、そういうようなワークショップ、か

なりニーズは大きいと思います。 

  ですので、田植えでしたらある程度ちょっと時

期がずれても３週間ぐらいの間、毎日ここに来

ると田植え体験ができるですとか、秋には稲刈

り体験ができるとか、やはり芋煮会ができると

か、そういった形である程度期間のちょっと長

目の形のイベント、そういったものを企画され

てはいかがかと私考えておりますけれども、御

検討はいただけないでしょうか、よろしくお願

いいたします。 

○海老名 悟議長 山口産業部長。 

○山口昇一産業部長 農産品の販売につながるよう

なイベントの連携というのは今までもやってき

ているわけでありますが、御指摘のとおりやは

りお祭り、催事あるいはイベントはさまざまな

関係から協力団体がございまして、またボラン

ティアでやっていただくという部分もあって、

これを長期化するというのは困難でございます。 

  そのほかのイベント形式、先ほどワークショッ

プというふうなお話もあったわけでありますが、

そういう体験型のイベントをもう少し長目のも

のを検討していただけないかというふうな御提

案でありましたが、これについては今後少し勉

強させていただきたいというふうに思います。 

  ただ、私どもとしては、先ほどサクランボの話

がありましたが、観光サイドとしても情報提供、

情報発信の中で、今であればサクランボの食べ

ごろの情報でありますとか、それとか米沢の旬

の農産物の情報なども随時米沢市のホームペー
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ジの中でも観光ナビがございますので、こうし

た中でも情報発信をしながら観光と農業が連携

した中での取り組みを進めていきたいなという

ふうに考えております。 

  イベントのあり方については少しお時間をいた

だいて研究をさせていただきたいというふうに

思います。 

○海老名 悟議長 安部市長。 

○安部三十郎市長 今、産業部長がお答えしたとお

りでありますが、私からも少し補足をさせてい

ただきたいと思います。 

  議員がおっしゃっている長く続くイベントとい

うのは、例えば小野川のかまくらで、出前ラー

メンとか、あれも長く続く長期間にわたるイベ

ントだというふうに思います。雪灯篭まつりの

ように２日間というのではなくて、規模は小さ

いんですけれども、長く続く。 

  あるいは田んぼアート、これも田植えから稲刈

りまでの間、刻々と変化する絵柄というものは

ありますし、いつ行っても誰か彼かは見に来て

いますので、長期間にわたるイベントであると

いうふうに思っています。 

  そういう観点から長く続くイベントをできない

かと考えていきますと、いろいろアイデアは出

てくるものというふうに思っています。毎日毎

日資金を投入しないと続かないという話ではあ

りませんので、ですから、そういうような観点

からいろいろ知恵を絞ってみたいというふうに

思います。 

  それが１つと、あともう一つは、米沢市は、当

然イベントをしてお客様が来るということは大

事ですから、それはそのとおりしなくてはいけ

ないわけですが、そういったものとは別な意味

でイベントがなくてもお客様が来るまちを目指

さなくてはいけないというふうに思っています。 

  当然それは誤解のないように、イベントをしな

いという話ではなくて、どういうことかといい

ますと、飛騨の高山市に行ったことがあります。

平日ですがお客様が、平日で何かお祭りがある

わけでないのにぞろぞろお客様が歩いていまし

た。あと、秋田県の角館、ここにも行きました。

やはり平日で何かお祭りがあるわけではないの

にお客様が歩いていました。 

  ですから、町並み自体がもう集客力を持ってい

るということであります。米沢は城下町風情に

乏しいというのが弱点でありますが、今東寺町

の歴史的な景観形成とか、花と樹木に覆われた

まちづくりによって町中を美しくしていくとい

うようなことをやっています。 

  ヨーロッパでは名も知れないような小さいまち

で住民の方がもう花でまちを美しくして、いっ

ぱいお客様が来るというふうな例がたくさんあ

りますので、そういうことを考えるとこの花と

樹木に覆われたまちづくりもまた人が集まって

くる大きな吸引力を持っていると思っています

ので、そういうようなイベントがないときでも

お客様が来る、そういうようなことも、時間は

かかると思いますが、着々とやっていくことが

大事だというふうに考えています。 

○海老名 悟議長 鈴木藤英議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） 今、イベントがなくて

もというようなお話で、先ほど私も言葉が足り

なかったと思うんですけれども、例えばの話で

毎日合戦の模様を見せたりとか、そういうこと

ではないわけですけれども、十分それはかまく

らですとか、それから田んぼアートも十分それ

はイベントのうちではあろうかと思います。 

  ただ、そこにやはりただありますよという形で

はなくて、やはりそこにおもてなしする人がや

はり常にいることが私は大事だと考えています。 

  ですので、今松ヶ岬公園におりますおしょうし

なガイドもそうだとは思うんですけれども、そ

ういうような形で常に来て、小さい形でもいい

んですけれども、常に変化があって見れるよう

なもの、そういったものを確実にふやしていく

ということが大切であろうかと私は考えており
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ます。 

  また、道の駅のお話に戻らせていただきますけ

れども、観光客を呼び込むに当たって、道の駅

にはお立ち寄りいただけるかわかりませんけれ

ども、そこで完結してしまって米沢市の中心部

のほうに人の流れができないということが一番

危惧される、あってはならないようなことなの

ではないかと私は考えております。 

  そうしたときに、そちらからこの米沢市中心部

までの動線、また市街地への道路整備、そうい

ったものが確実に必要になってくると私は認識

しておりますけれども、当局としましてこの２

年間というような中で、短い期間ですけれども、

そちらになるべく重点的な道路整備、または誘

客促進につながるようなインフラの整備、そう

いったものはお考えのほうはお持ちではないで

しょうか。 

○海老名 悟議長 安部市長。 

○安部三十郎市長 最初にちょっとだけ私から基本

的なところを答弁をして、あと部長が詳しくお

答えをします。 

  道の駅、重点道の駅とかに選ばれる前の、そも

そも道の駅をつくろうという出発点のときから、

道の駅に立ち寄った方がそのときか、あるいは

またもう一遍来たときかは別にしても、町なか

観光に誘導できる、そういう道の駅をつくりた

いということから出発していますので、そのよ

うな効果が出てくるものにしたいというふうに

思っています。 

○海老名 悟議長 宍戸建設部長。 

○宍戸義宣建設部長 私からは、実は国道、市内に

入ってもさまざまな道路案内板をもって上杉神

社に向かったり小野川温泉に向かったり、さま

ざまな観光施設のほうに向かう、そして、それ

によってスムーズに目的地のほうに着くという

ことが大切であって、それが今市内のほうにさ

まざまな看板、あちこちから、田沢のほうから

の121号から入ったり、国道のほうから入ったり、

さまざまな米沢のほうに入る道に立っておりま

すが、古いもの新しいもの、そしてダブってい

るもの、それがさまざま混乱を来さないように

ということで、そういった見直しもチェックも

しておりますので、そういったものも整備をし

ていく、それは国も県も市も連携しながらそれ

をやっているということがあります。 

  あとまた、丸の内の121号と猪苗代線の交差点、

あそこは大型観光バスがなかなか市内に入って

きても曲がれないということで、県のほうで今

事業を着手していただいて、あそこの交差点の

部分、右折レーンの整備ですとか、観光バスが

どんどん来れるようにということで、そういっ

た面も整備をしているところでございますので、

よろしくお願いいたします。 

○海老名 悟議長 鈴木藤英議員。 

○１０番（鈴木藤英議員） ありがとうございます。 

  なかなか大型バスのほうが何台も来るとなると、

やはり駐車場の問題というのは多々出てくると

思います。この道の駅にもやはり広大な駐車場

があるわけですけれども、そのような規模のや

はり駐車場整備、そういったもの、また、駐車

場がなくても郊外駐車場を設けて、その間をバ

ス等で代替で輸送して中心部まで上手に観光の

お客様を移動させるというような手段も必要か

と思います。 

  また、農業のことだけ、農業の６次化を中心と

したことでまた道の駅のほうのお話もお伺いし

て御答弁をいただきました。 

  これにて私の自席からの質問は終了させていた

だくわけですけれども、この６次化、また地域

産業、１次産業から３次産業までが、また、産

学金、産業と学業、金融業、その他の連携が図

られてこの米沢市の産業をますます発展させて

いただいて、多くの方が訪れていただくような

輝く米沢になるよう皆さんで知恵を絞って今後

とも取り組んでいきたいと思っております。 

  これにて質問を終わらせていただきます。どう
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もありがとうございました。 

○海老名 悟議長 以上で10番鈴木藤英議員の一般

質問を終了いたします。 

 

 

 

  散    会 

 

○海老名 悟議長 以上をもちまして本日の日程は

終了いたしました。 

  本日はこれにて散会いたします。 

  御苦労さまでした。 

 

  午後 ４時１９分 散  会 
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